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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

◆中学校の校内研修会で講師とし
て、キャリア教育について講話をし、
キャリア教育の理念や具体的な取り
組みについて周知を図りました。
◆小・中学校の職場体験学習が円滑
に実施できるよう、協力いただく関係
各機関への依頼等をおこないました。
（指導課・小学校・中学校）
◆職場体験は実施しなかったが、部
活動が充実おり、これらの活動等を
はじめとする学校教育活動全体が職
業観・勤労観を学習するキャリア教育
となっています。（習志野高校）

―

★校内研修会や学校訪問の際に、
キャリア発達の視点からの指導の重
要性を周知し、さらなる体験学習の推
進に向けて指導をしたことが、事前・
事後指導を含めて職場体験学習の
充実につながり、子どもの勤労観・職
業観の育成を支える支援につながり
ました。（指導課・小学校・中学校）
★日常の部活動等をはじめとする教
育活動において、生徒は目的意識を
持ち、他の生徒と協力しながら心身と
もに鍛えており、これらの活動等を通
して充実したキャリア教育が展開さ
れ、「生きる力」を育む支援につなが
りました。（習志野高校）

A ―○職場体験実施校数（小学校16校・中学校7校・高校0校　⇒　小学校16校・中学校7校・高校0校）

1

○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇習志野商工会議所・習志野市商店会連合会に職場訪問及び職場体験学習の趣旨説明、受入の協力依頼、実施予定調査を集約するとともに、実施
日が重ならないよう調整しキャリア教育を推進します。
◇次代を支える人材の育成を目指して、小学校・中学校・高校におけるキャリア教育の充実を図り、児童・生徒の勤労観・職業観を育みます。
◇社会の出来事を通して、その動勢・職業の研究を推進し、高校3年間を見通した組織的な進路指導を充実させ、生徒の職業理解を推進します。
◇講演会、研修会などを通して、生徒に職業観勤労観の育成を推進します。

事業名

担当課
№

■キャリア教育の推進には、異校
種の連携をさらに発展させる必要
があります。
■児童・生徒向けのキャリア発達
に向けた講演会や研修会の実施
にさらに力を入れていく必要があ
ります。（指導課・小学校・中学校）
■習志野高校は、部活動が盛ん
であることや、進学希望者が多い
などの理由から、実際の職場体験
の実施は難しく、より効果的なキャ
リア教育を目指し、教職員がキャ
リア教育についてさらに研修を受
講するなどし、キャリア教育の充
実に向けた体制づくりに力を入れ
ていく必要があります。（習志野高
校）

小学生・中学生・高校生
のキャリア教育の推進

指導課
小学校
中学校

習志野高校

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

（1）　子どもの健やかな成長に資する教育環境の充実

①　学校教育環境等の整備
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆小学校・中学校・高校で教育目標
の具現化や教育課題等、学校の実情
や児童・生徒の実態に応じて学校評
議員から意見を伺い、学校経営や教
育活動に活かすために学校評議員
制度を継続して導入し、開かれた学
校づくりを推進しました。（指導課・小
学校・中学校）
◆秋津小学校では、コミュニティース
クールとして学校運営協議会を開催
し、開かれた学校づくりを推進しまし
た。（指導課・小学校・中学校）
◆毎学期、学校評議員協議会を開催
し、学校評価の結果をもとに、保護者
と学校の関係、地域と学校の関係、
高等学校における心の教育などにつ
いて協議しました。（習志野高校）

●「節電のご時世、習高は消費電力
の少ないガス冷房を採用したことを
もっと周知させてほしい、習高のおか
げで、日本中に「習志野」が知られて
いる。」、「地方に出かけても、自己紹
介は習高の地元であるといえば通用
する。」「文武両道と外部から言われ
るが、中途半端にやれば、習高はだ
めになる。」、「進路指導や入試、受験
についてよく知らないという保護者も
結構いる。」といった声がありました。

★学校運営協議会の運営委員と学
校評議員からの意見等が学校運営
や教育活動を見直し改善するための
参考となり、地域に開かれた学校づく
りの推進が図られました。（指導課・
小学校・中学校）
★学校評価を基にした、様々な意見
について、校内職員で総括し、見直し
を図ることで、開かれた学校づくりが
推進されました。（習志野高校）

A ―

■指摘に応え、推進しているとこ
ろもありますが、なかなか課題解
決を実現することができない部分
があり、課題解決に向け今後検討
する必要があります。

2

開かれた学校づくりの
推進

指導課
小学校
中学校

習志野高校

◇小学校・中学校・高校で教育目標の具現化や教育課題等、学校の実情や児童・生徒の実態に応じて学校評議員から意見を伺い、学校経営や教育
活動に生かすために学校評議員制度を継続して導入し、開かれた学校づくりを推進します。
◇秋津小学校では、コミュニティースクールとして学校運営協議会を開催し、開かれた学校づくりを推進します。
◇学校評議員協議会をさらに充実させるとともに、校内の学校評価に係る体制をより確立させます。

○学校評議員制度導入校数（小学校15校・中学校7校・高校1校　⇒　小学校15校・中学校7校・高校１校）
○学校運営協議会設置校数（小学校1校　⇒　小学校1校）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆小・中学校とも、算数・数学、理科
を中心に、指導内容や学級の実態に
応じて、少人数指導、ティームティー
チング指導によるきめ細かな指導を
実施し、また、学校訪問において、個
に応じた多様な指導方法や学習形態
の工夫について指導し、効果的な実
践及び推進を図りました。（指導課）
◆「少人数学習研修」の講座は、少人
数加配教員の減少と対象教科が算
数・数学に限定され、他の研修での
代替が可能であることから、22年度に
廃止しました。（総合教育センター）

―

★指導内容や児童生徒の実態に応
じた、指導方法や学習形態の工夫を
実践し、児童生徒の学習意欲向上と
学力の向上が図られるとともに、個に
応じたきめ細かな学習支援を行うこと
ができました。（指導課）
★学校訪問等で、少人数指導や
ティームティーチング指導など、個に
応じた指導方法や学習形態の在り方
についての指導を行うことができまし
た。（指導課）

A ―

◆幼保小関連研修として、全体研修
会を３回実施するとともに、就学区域
を基本としたブロックごとの交流会等
を実施しました。
◆市内15地区の幼稚園・保育所・こど
も園・小学校で、地区ごとに幼児、児
童の交流を実施するとともに、各地区
ごとのテーマにそって、情報交換や交
流を図りました。（幼稚園・保育所・こ
ども園）

●「保育参観や授業参観を通して子
どもの様子を具体的に把握すること
ができ、それぞれの発達段階に応じ
て指導すべきことが明確になりまし
た。」、「子ども同士の交流会を行うこ
とで、子どもの成長を促すことができ
ました。」、「夏の研修会では、講師の
先生より具体的な場面をもとに小１プ
ロブレム等のお話がありました。すぐ
に実践に生かしていこうと思いま
す。」などの声がありました。

★就学区域を基本としたブロックごと
の研修形態をとることにより、日程調
整が行いやすくなるとともに、相互参
観や交流を重ねられ、連携強化が図
れたとともに、特別支援を要する子ど
もを通常学級に迎え入れる準備を進
める上でも、綿密な引継ぎが可能とな
りました。（小学校）
★交流や参観をとおして、発達に応じ
た援助、支援のあり方を探ることがで
きました。（幼稚園・保育所・こども園）

A ―○全体研修会開催回数（3回　⇒　3回）

3

個に応じた多様な指導
の充実

指導課
総合教育センター

○少人数授業実施校数（18校　⇒　14校）

■小学校の公開研究会日を利用
し授業参観を行っているブロックも
ありますが、保育時間中の参観は
時間確保が難しく、研修日程の調
整が困難です。（小学校）
■幼児教育から小学校教育へ、
円滑な接続をしていくために、発
達を見通した情報交換や、支援の
在り方を検討していく必要があり
ます。（幼稚園・保育所・こども園）

◆効果的な少人数指導・習熟度
別指導等を行うための教科や単
元の選定や、学習形態をどのよう
にしたらよいかについて今後ともさ
らに研究していく必要があります。
◆教員の配置方法により、従来の
少人数学習担当が配置されてい
ない学校がある現状の中で、一斉
指導での個に応じた指導を充実
するための指導方法や学習形態
等についての研究を、より一層深
めていく必要があります。（指導
課）

4

幼稚園・保育所・
こども園・小学校

関連研修会の推進

幼稚園
保育所
こども園
小学校

◇今後も学校訪問等で授業を実践した際、個に応じた指導方法・学習形態の在り方に関して研究・協議を継続して行います。
◇各学校で、より効果的な少人数指導及びティームティーチング指導を実施し、その成果と課題を明らかにしていきます。
◇学校訪問等で、授業を通して個に応じた指導方法や学習形態等検討、指導していきます。

◇幼稚園・保育所・小学校間での交流により、こども観や保育観・教育観を培い、幼稚園・保育所・小学校の職員それぞれが、長い期間でこどもの発
達や教育を語れるようにします。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆各学校における総合的な学習や特
別活動の中で、地域の福祉施設との
交流が今まで以上に進められ、地域
の催し物に積極的に参加しました。
◆六中学校区内の小学校と実籾高
校で取り組んだ六中学区福祉推進連
絡協議会の活動が3年目を迎え、県
の発表会で成果を発表しました。

―

★福祉施設との交流やボランティア
活動を行ったことで、人と人のつなが
りが生まれ、福祉に対する理解が深
まりました。また、中学生において
は、地域独居老人給食サービスの手
伝いや地域敬老会等のボランティア
活動に参加することにより、勤労精神
やボランティア精神を育み、子どもの
心身の健全な成長と自立を支える支
援につながりました。
★六中学区での福祉教育推進連絡
会議は、学校と地域が実践と協議を
行い、挨拶運動等に一体となって取り
組むことができました。

A ―

◆小学校4年生の環境教育の一環と
して、谷津干潟自然観察センターおよ
びクリーンセンター（リサイクルプラ
ザ・清掃工場）の施設見学を実施しま
した。
（見学者数5月～6月　谷津干潟自然
観察センター：児童1,617人、リサイク
ルプラザ：1,535人）

●「説明がていねいで分かりやす
かった。」、「バスが計量棟を通り工場
内を１周することによって、今まで見ら
れなかった場所も見ることができてよ
かった。」、「プラザの見学通路は一つ
一つ説明してほしかった。」「手選別
等を見学することによってごみの分
別、ごみを減らす必要性を感じた。」
「目で作業の様子を見る事ができ生き
た学習ができた。」といった声があり
ました。

★事前に担当教諭とレンジャーが環
境学習のテーマについて、打合せを
行ったため、谷津干潟自然観察セン
ター利用効果が得られた。（谷津干潟
自然観察センター）
★ごみの処理の流れ、ごみを減らす
大切さとリサイクルの必要性を学んで
もらうことにつながりました。（クリーン
センター施設課）

A ―

6

環境教育の推進

クリーンセンター施設課
谷津干潟

自然観察センター
環境政策課

福祉教育の推進

指導課
小学校
中学校

■児童数の多い小学校（１７９名）
と児童数の少ない小学校（４０名）
があり、特に児童数の多い小学校
については移動時間が長くなり説
明時間が不足してしまうことや、昼
食場所等の確保が困難であるな
ど説明時間等の調整において工
夫する必要があります。

○谷津干潟自然観察センター・クリーンセンター見学児童数（小学校4年生1,512人　⇒　小学校4年生1,535人）

◇事前に学校単位で、担当教員との打合せを行い、時間配分、見学内容の見学行程表を作成し、ごみの減量、３Ｒの推進を図る学習になることを目
指します。（クリーンセンター施設課）
◇事前に学校単位で、担当教員とレンジャーとの打合せを行い、テーマを設定の上、環境学習対応プログラムを作成し、より効果のある学習になるこ
とを目指します。（谷津干潟自然観察センター）

◇各教科・道徳・総合的な学習・特別活動等において、生徒の勤労精神やボランティア意識を高める実践を全中学校で実施します。

5 ―

○ボランティア活動実施校数（小学校16校・中学校7校　⇒　小学校16校・中学校7校）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆学校訪問等において、健康教育推
進のための指導・助言を行うととも
に、各学校で実施している事業等を
研修会で発表し合い、参考とするよう
にしました。また、体力・運動能力調
査を実施し、結果分析を行い、各校に
配布しました。
◆各中学校で、消防署の協力を得た
救急救命法の学習の普及を行いまし
た。

―

★運動能力証合格者が昨年度より小
学校・中学校ともに増加し、各校にお
ける日頃の運動への取り組みが体力
の維持・向上につながりました。
★薬物乱用防止教育では、生徒が薬
物に関する正しい知識を身につけ、
子どもの心身の健全な成長と自立を
支える支援につながりました。
★救急救命法を通して必要な知識や
実技を学ぶことで、安全に関する意
識と命の大切さについて考える支援
につながりました。

A ―

◆谷津小学校　第Ⅱ期アスベスト対
策工事、屋敷小学校　第Ⅱ期アスベ
スト対策工事、秋津小学校耐震補強
大規模改造工事、小学校普通教室内
扇風機設置工事（実籾小、谷津南
小、谷津小、大久保東小、屋敷小、津
田沼小）、津田沼小学校全面改築工
事

―
★児童及び生徒に対する安全で安心
な施設づくりを、計画どおり実施する
ことができました。

A 944,741,000円

7

学校健康教育の推進

指導課
小学校
中学校

8

学校施設の整備

施設課

○学校施設耐震化率（58.6％　⇒　60.4％）

◇小学校１校の耐震補強工事、２校の大規模改造工事と５校の扇風機設置工事、及び津田沼小学校全面改築工事を実施します。

◇健康教育については、新学習指導要領においても重点項目にあげられていることから、引き続き学校訪問の全体会等で指導していきます。
◇体力・運動能力については、研修・研究会を充実させ向上を図っていきます。
◇県平均より下回る種目に関して、県平均を上回ることを目指していきます。

○学校運動能力証合格率（小学校35.4％・中学校31.6％　⇒　小学校 36.3％・中学校34.0％）

■3月11日に発生した東日本大震
災により、被災した学校施設への
対応が相当量生じたことから、予
定していたこれらの業務に対し人
員面においてかなり厳しい状況と
なりました。

■体力・運動能力に関して、昨年
度よりも運動能力証に合格する児
童・生徒数が増加し、市の体力・
運動能力の結果も県平均を上回
る結果を出していますが、投力が
劣っている学校が多く見られまし
た。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆袖ヶ浦西小学校（袖ヶ浦西コミュニ
ティールーム　継続）、袖ヶ浦東小学
校（袖ヶ浦東コミュニティールーム　継
続）、東習志野小学校（東習志野コ
ミュニティールーム　継続）、秋津小学
校（秋津コミュニティールーム　継
続）、香澄小学校（社会福祉協議会香
澄支部活動室　継続）

―

★余裕教室を継続して開放すること
により、市民に開かれた学校の推進
につなげることができたと考えていま
す。

A ―

◆鹿野山セカンドスクールでの宿泊
学習、科学技術館での校外学習　・
在籍校への登校、言語ボランティアを
招いての英語活動、東部体育館での
運動、センターの中庭での畑作業な
どを行い、男女共に学習したり、運動
したりする場を設けました。
◆必要に応じてのカウンセリング ・休
み時間や昼食時に指導員も交じって
の会話など、個々の思いを大切にで
きるよう、話しやすい環境づくりを行い
ました。
※平成２４年１月末現在
適応指導教室   中学生 １４名（男子
９名女子５名）　小学生１名（女子１
名）

●「きめ細かく見てもらえて、ありがた
い。」「子どものことをよくわかってくれ
ているので安心。」等の声がありまし
た。

★個別学習支援の充実を図ったとこ
ろ、子ども達の学校に対する抵抗を
軽減することができました。
★鹿野山セカンドクールの実施によ
り、子ども達の向社会性が向上しまし
た。
★機会を捉えたカウンセリングによ
り、心理的安定が図られたとともに、
より深く子どもを理解することができ
ました。

A 263,000円

○教育財産使用許可件数（5件　⇒　5件）

9

余裕教室の有効活用

施設課

10

適応指導教室の推進

総合教育センター

◇学級推計を基に施設管理者と協議し、余裕教室と認められた施設を市民からの要望（申請）により開放します。

○不登校児童・生徒の学校復帰率（21.1％　⇒　80.0％（部分復帰を含む））

■申請者数や見学者数が多いた
め、個別の対応が必要な子どもに
対し、指導員がマンツーマンで指
導することが難しくなりました。

■余裕教室の開放には、学校施
設管理者との十分な協議と理解
が必要です。

◇学習支援やグループカウンセリングの充実を図り、学校復帰を目指します。

- 6 -



次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆中学校７校に各１名、児童生徒教
育相談員を配置し、不登校傾向の生
徒やいじめ問題に対して指導・支援
及び教育相談を行い、不登校傾向の
生徒には、学習支援も併せて行いま
した。また、児童生徒教育相談員が
抱えている事例研修や情報交換を行
い、教育相談員の連携を図りました。
（指導課）
◆教育相談について、カウンセリング
やプレイセラピーを実施しました。来
所相談受理件数 125件、来所相談延
回数 2,352回、（平成24年1月末現在）
指導課特別支援教育の相談窓口と
の一元化による発達相談延回数391
回（総合教育センター）

●「話をよく聴いてくれて本当にうれし
い。」子どもに合った対応策を考える
ことができるので助かる。」などの声
がありました。

★不登校の生徒数は、中学校では、
昨年度よりも増加傾向にありますが、
解消に向かいつつある生徒を除くと
概ね横ばいであり、小学校では、昨
年度より減少していますが、病気やそ
の他の理由で長期欠席している児童
にも不登校の要素を持つ児童がいる
ことを考慮すると横ばい状況にありま
す。これらの不登校生徒やいじめ問
題に対応して教育相談等を行うことに
よって、問題が解消の方向へ向かう
ケースが多く見られました。（指導課）
★教育相談についての周知を図った
ところ、来所相談数が増え、教育相談
が活用されるとともに、指導課特別支
援教育の相談との一元化により、発
達相談を円滑に行うことができまし
た。（総合教育センター）

A 299,000円

◇研修会や連絡会を充実させて、引き続き各中学校の相談体制の充実を図りながら、中学校区内の小学校・中学校との連携を進め、いじめ・不登校
の未然防止、解消を目指す教育を推進していきます。（指導課）
◇相談業務が一元化することにより、あらゆる相談内容に迅速に対応し、関連機関との連携の充実を目指します。（総合教育センター）

11

教育相談活動の充実

　
指導課

総合教育センター

○教育相談員配置校数（中学校7校　⇒　中学校7校）

■小学校でも、学校によっては不
登校の問題に苦慮しており、教育
相談員の配置を必要とするところ
があります。（指導課）
■不登校児童の多い小学校に
は、中学校のように適応指導教室
を設置して対応していく必要があ
ります。（指導課）
■相談数が増加したため、相談者
の来所日の間隔があいてしまうこ
とがありました。(総合教育セン
ター）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆青少年やその保護者が適切な相
談を受けられるよう、市内各小・中学
校の全児童・生徒へパンフレットや市
ホームページを活用し、相談活動の
周知を図るとともに、電話・来所等に
よる相談活動を実施しました。
◆平成24年4月の総合教育センター
への青少年テレホン相談・家庭教育
相談窓口の一元化と相談業務の開
始に向けパンフレットの作成・配布や
市のホームページへ案内を掲載し、
相談活動の充実のための体制づくり
に取り組むとともに、周知徹底を図り
ました。

●「総合教育センターでの相談内容
は学校にすぐ伝わってしまうのか。」、
「一元化をすることで青少年テレホン
相談の機能はなくなってしまうの
か。」、「総合教育センターに来所相
談する場合、相談と入りやすい条件
整備はどうなるのか。」などの声があ
りました。

★条例の改正を含めた相談窓口一
元化に向けた体制の確立を図りまし
た。
★相談内容を青少年センター内で共
有し、より相談者の気持ちに寄りそっ
た相談を行うことができました。
★各月の校園長会議で、青少年セン
ターの相談活動の統計と概要を報告
し、情報の共有を図ることができまし
た。

A 5,256,000円

◆福祉事務所が行う児童家庭福祉
（環境福祉、健全育成、養育困難、不
登校等）に関する相談受理、児童虐
待の相談、通告に関する対応、児童
相談所への送致、及び援助依頼、県
等で行われる研修等の積極的な参加
を行いました。

―

★あらゆるこども（18歳未満）の健や
かな成長を目指し、学校等関係機関
などが発見した子どもの問題に、より
効果的な支援を行うことができるよう
関係機関と連携を図ることができまし
た。また、県等で行われたさまざまな
分野の研修に積極的に参加し、知識
技術の向上を図りました。

A 137,000円

○青少年テレホン相談件数（510件　⇒　640件）
○家庭教育相談件数（70件　⇒　126件）

13

家庭児童相談の充実

子育て支援課

12

青少年・家庭教育
相談活動の充実

青少年センター

○相談件数（6,500件　⇒　5,700件（H23.12末））

◇「相談パンフレット」の配布や市のホームページに「相談の案内」を掲載し、相談活動を周知するとともに、電話・来所等による相談活動を行います。
◇平成24年度相談窓口一元化に向けた準備と周知に取り組みます。

◇学校などの機関が発見した子どもの問題を効果的に解決するため、他機関と同じ視点に立ち連携を図っていくための知識技術取得を目指し、積極
的に研修に参加します。

■困難事例の増加に伴い、人員
増や専門職の配置などの体制強
化が課題となっています。

■相談内容が多様化していく中で
関係機関との連携をより深め、非
行に関する内容など青少年セン
ターとして取り組むべき内容を具
体的に明確にしていく必要があり
ます。
■平成24年度スタートの一元化さ
れた相談窓口で、青少年センター
での継続相談者が安心して教育
センターで継続して相談ができる
など、相談活動が円滑に進むため
の支援に取り組む必要がありま
す。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆講演会や研修会（①男女共同参画
週間事業講演会、②ステップならしの
登録団体研修会、③第8回みんなで
まちづくり、④男女共同参画啓発講
座、⑤子育て応援セミナー）の開催、
⑥男女共同参画基本計画22年度評
価報告書の公表、⑦情報紙「きらき
ら」の発行、⑧広報「習志野」へのコラ
ム掲載、⑨職員啓発紙「ピーナ通信」
の発行、⑩ステップならしの図書情報
コーナーに、関連書籍を設置しまし
た。

●①では、「子どもの気持ちに共感す
ることを大切にしたいと感じまし
た。」、「傾聴力の大切さについて学
べてとてもうれしく思いました。」②で
は、「こども達の具体的な姿、対策に
ついて少しでも知ることができ参考に
なりました。」、「DVの問題を解決する
為には多くの機関の連携が必要とい
うことがよくわかった。」③では、「広報
誌に載っていましたが、知りませんで
した。頑張っておられる方々の活動を
もっと多くの方々に知っていただきた
いです。」
「いろいろなワークショップがあり、子
どもたちの参加がみられたのが良
かった。」④では、「自分を変えるきっ
かけになりました。」「社会に向け、自
分の家庭も幸せになれるようがん
ばってみようと思うきっかけを頂きまし
た。」などの声がありました。

★①では、登録団体から構成される
運営委員との協働により企画・運営を
行い、ＤＶ防止をテーマとし、子ども・
パートナーとのコミュニケーションや
男女共同参画の人権意識等につい
て話していただいたところ、アンケート
回答者の88.8％が「参考になった」「ど
ちらかというと参考になった」と回答し
ており、男女共同参画社会づくりの意
識づくりに効果があったものと思われ
ます。
★③では、ステップならしのの登録団
体が、身近な事例をもとに考えるＤＶ
防止に関するテーマのワークショップ
や展示等を行い、団体の活動を参加
者に周知するとともに、男女共同参
画の意識づくりに寄与しました。
★④では、アンケート回答者の92.9％
が「参考になった」「どちらかというと
参考になった」と回答しており、地域
や社会への女性の参画等のテーマに
ついて、参加者から前向きな評価を
得られました。
★⑦では、公募の編集委員との協働
にて企画・編集を行い、男女共同参
画社会づくりにつながるテーマの特
集を組み、発行することができまし
た。

A 686,900円○男女共同参画週間中の講演会等実施回数（1回　⇒　1回）

14

◇家庭や地域・職場等、社会のあらゆる場面において、男女平等の意識づくりが浸透することを目指し、講演会等を実施します。

■男女共同参画週間事業講演会
において、女性の参加者と比較し
て、男性の参加者が少ない状況で
あるので、男性が参加しやすい周
知の方法や申し込みの手段を検
討する必要があります。また、講
演会のアンケートにおいて、今
後、男女共同参画に関する講演
会や講座のテーマとして取り上げ
てほしいものとして、回答者の
50.0％が「子育て」と回答し、次い
で、28.4％が「教育」、25.9％が「家
庭・地域」と回答しています。ま
た、ＤＶ防止のために市の施策と
して重要だと思うものとして、「相
談窓口の周知」と回答している割
合がもっとも高く62.9％でした。今
後もアンケートの結果を活かし、
講演会、講座などの啓発事業を継
続し、機会を積極的に捉えて、参
加者への相談窓口等の周知を
行っていきます。

男女平等推進のための
意識づくり

男女共同参画センター

②　次代の親の意識づくり
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆「幼稚園健康教育」、公民館主催の
「育児講座」、「幼児家庭教育学級」、
「PTA家庭教育学級」等の中で、乳幼
児期の保護者に対して、思春期に向
けての準備等、健康教育を実施し、ま
た、4か月児・10か月児健康相談で
は、基本的信頼関係やこどもとの向
き合い方について伝えました。1歳6か
月児・3歳児健康診査では、「いのち・
性」に関する掲示物・絵本を設置し、
情報提供を行いました。（健康支援
課）
◆幼児家庭教育学級やPTA家庭教
育学級の中で、家庭における「いのち
の教育」や「性教育」の大切さや方法
について学びました。（公民館）
◆研修会に参加するととも、報告会を
することで、内容を周知し、人権教育
の共通理解を図りました。事例研修を
とおして、よりよい指導について協議
しました。（幼稚園・こども園）
◆「命を大切にするキャンペーン」を
行い、自分と他者の命を大切にする
心、いじめや暴力行為等人権侵害は
許されない行為であるという意識を高
めました。（小学校・中学校）

●健康教育では、「家でも話題にな
り、話しやすくなると思う。」「思春期に
向けてのよい準備の機会になった。」
「今回のことを機会にこどもとからだ
の仕組みについて話していきたい。」
等、前向きな感想が得られました。
（健康支援課）
●「性教育は健康教育であり、生まれ
た時からはじまっているという言葉が
印象的でした。」「我が子が思春期を
迎え、悩んでいる時に相談してもらえ
るような親になりたいと思いました。」
といった声がありました。（公民館）

★健康教育では、80回・4,528人の乳
幼児とその保護者、健康相談では、4
か月児健康相談では121回1,127人、
10か月児健康相談では97回1,027人
（全て1月末現在）の乳児の保護者へ
健康教育を行い、多くの対象者を支
援することが出来ました。また、「いの
ち・性」に関する絵本を通して、多くの
検診来所者へ情報提供することがで
きました。各ヘルスステーション、健
康診査会場にて、出前講座の周知を
行い、健康教育の場の拡大を行いま
した。（健康支援課）
★保護者自身が「いのちの大切さ」や
「性教育」について学ぶことにより、家
庭でも子どもと向き合い、話し合う
きっかけづくりとなりました。（公民館）
★研修会の充実や振り返りを大事に
したことで、個々の良さを認め、伸ば
すための指導法が身についてきまし
た。（幼稚園・こども園）
★各小・中学校の取り組みを通して、
命の大切さにふれることにより、子ど
もの心身の健全な成長と自立を支援
することができました。（小学校・中学
校）

A 2,116,000円
○性教育をしたことがある親の割合（27.9％　⇒　次回調査は平成25年度）

○自分以外の人に優しく接している人の割合（45.3％　⇒　次回調査は平成25年度）

■幼児やその保護者対象の健康
教育では、少しでも多くの方に集
まっていただき、継続的な「いの
ち・性」に関する情報提供が必要
です。（健康支援課）
■幼児に公平公正に接し、望まし
い人間関係づくりを構築していくた
めの、教師同士の学び合いにつ
いて、さらに検討する必要があり
ます。（幼稚園・こども園）

◇関係機関との連携を図り、健康教育の場を拡大し充実を図っていきます。（健康支援課）
◇PTA家庭教育学級や幼児家庭教育学級の中で対象となる子どもの年代に応じた性教育が家庭で出来るように、家庭教育での性や命について扱っ
たプログラムを組み込んでいきます。（公民館）
◇教師：公正公平の精神、差別や偏見を見逃さない適切な指導等、研修を通して学び、一人一人の成長の見直しを図ります。（幼稚園・こども園）
◇いのちを大切にするキャンペーンに取り組むことにより、児童生徒の生きる力や自分と他者との命を大切にする心を育む指導をしていきます。（小学
校・中学校）

15

年代に応じた「いのち・
性」の教育の充実

健康支援課
ヘルスステーション

公民館
幼稚園
こども園
小学校
中学校
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆7月に審議会を開催し、有害図書
の指定をするとともに、有害な図書を
販売した書店に対し、区分陳列や販
売自粛等の協力要請を実施しまし
た。

●「有害図書は指定された号のみが
対象となるのですでに次号がでてしま
うと対応がむずかしいですが、指定さ
れたシリーズは販売店側でもなんら
かの対処が期待できます。」といった
声がありました。

★有害図書を指定し、書店等へ通知
するとともに、区分陳列や販売自粛
等の協力要請をすることにより、青少
年にとって有害と思われる図書に接
する機会等が少なくなりました。

A 58,858円

◆PTA会員を対象に、家庭教育の重
要性・年齢に応じた発達課題・学校や
地域との関係等、家庭教育の諸問題
や親の対応について学習しました。

―

★各PTAでは年齢に応じた発達課題
等を学び、家庭教育への理解を深め
ることができました。また、主体となる
PTA役員同士がつながりを持つこと
ができ、地域活動へ参加する意識を
高めることができました。

A 926,000円

◇引き続き、子育ての問題を持ち寄り、各ＰＴＡ単位で地域の子育てを考えるため、ＰＴＡ家庭教育学級を実施します。

■有害図書は指定された号のみ
が対象となり、すでに次号がでて
しまうと対応が難しいため、今後
の対応方法を検討する必要があ
ります。

17

③　健全育成環境の推進

（2）　家庭や地域の教育力の向上

①　家庭教育への支援の充実

◇青少年にとって有害な図書を指定することで、性犯罪防止に努めます。

○指定図書数（8冊　⇒　9冊）

○実施回数（133回　⇒　142回）

■PTA家庭教育学級では、運営
主体であるPTAの役員が会員に
アンケート等を取り、内容を決めて
いますが、「家庭教育」以外の内
容（趣味的な内容等）になることが
あります。

16

青少年有害図書の指定

青少年課

ＰＴＡ家庭教育学級の
充実

公民館
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆毎月11か所で行われる、各ヘルス
ステーション主催の「４か月児健康相
談」の会場で、民生委員児童委員の
協力により、絵本とコットンバッグを贈
呈しました。また、平成22年8月より実
施している、一部絵本の選択制を引
き続き実施しました。（子育て支援課）
◆市民課窓口において出生届時に、
誕生記念用にデザインした図書館
カード・乳幼児向けに選定したブック
リスト・図書館カード交付申込書を配
布しました。（図書館）

●すでに絵本「いないいないばあ」を
持っている方より、「絵本が選べるよ
うになってよかった」との意見がありま
した。「絵本の読み聞かせを始める時
期が分からなかったので、参考になり
ました。」といった声がありました。（子
育て支援課）

★絵本との出会いの機会を設け、読
み聞かせなどで親子のコミュニケー
ションを深めることで、親子のふれあ
いを支援しました。また、一部絵本の
選択制を導入したことで、第2子以降
やすでに絵本「いないいないいばあ」
を持っている方のニーズに対応する
ことができました。（子育て支援課）
★誕生記念図書館カードにより、平
成23年度は1、137名の方に図書館資
料の貸し出しを行いました。（平成24
年1月末現在）（図書館）

A 1,497,550円

◆子どもの居場所としての「子ども広
場事業」について公民館・社会教育
課・青少年課で事業運営内容を協議
しました。

―

★実施要綱や実施基準を定めまし
た。（社会教育課）
★公民館と子どもの居場所づくりの
共通理解を図り、子どもたちが安心
安全な居場所となるよう、利用ルール
等を検討し、利用できる開放日時等
を定め「こどもの部屋」として、平成24
年4月から部屋を確保し、子どもたち
に開放することとしました。（青少年
課）

A ―

ブックスタート事業の
充実

子育て支援課
図書館

18

19

○ブックスタートパック配付数（1,440セット　⇒　1,300セット）

○実施施設数（未実施　⇒　7施設開設準備）

■一部絵本の選択制について、
今後の対象者のニーズの動向を
見守るとともに、ニーズに応えたも
のに拡充していく必要がありま
す。また、支援体制の充実のた
め、今後も関係課や民生委員児
童委員との更なる連携を図ってい
く必要があります。（子育て支援
課）
■誕生記念図書館カードの登録
と、効果的な図書館利用の促進を
更に図っていく必要があります。
（図書館）

子ども広場事業の実施

社会教育課
青少年課

②　地域における教育力の向上

◇平成22年8月より一部に導入している、第2子以降やすでに絵本「いないいないばあ」を持っている方を対象とした絵本の選択制について、動向を見
守り、関係課や民生児童委員との連携を図ることで、親子のふれあいを支援する体制の更なる拡充を目指します。（子育て支援課）
◇引き続き、誕生記念図書館カードの配布を行い、登録の促進を図ります。（図書館）

◇公民館での子ども広場を検証しながら、引き続き活動日・回数・内容等を検討していきます。また、習志野郵便局旧局舎跡地の子ども広場について
も検討していきます。（社会教育課）
◇子ども広場事業の具体的な実施方法について検討します。（青少年課）

■定期的なこどもの部屋を開設す
る運びとなりましたが、地域の人と
の関わりについて検討する必要が
あります。（社会教育課）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆卓球教室、布ぞうり作り教室、絵画
教室、工作教室、書初め教室、ミニ門
松作り、将棋教室等を開催し、健全な
遊び、学習の場を提供しました。前年
度利用者数13,279名　23年度利用者
の見込み　14,866名

―

★子ども達が物づくりの楽しさを味わ
いながら学び、異世代と触れ合える
憩いの場として提供でき、利用者増
につながりました。

A 2,970,351円

◆定期的な会議において市民まつり
でのこども広場の運営を中心とした関
係団体との情報交換並びに研修等を
実施しました。また、青少年健全育成
に寄与する団体の子ども会、青少年
相談員、リーダースクラブに補助金を
交付しました。子ども会会員数　平成
23年度　1,019人　青少年相談員数
76人、リーダースクラブ16人

―
★定期的な意見・情報交換をすること
で各団体との更なる連携強化が図れ
ました。

A 4,339,000円

◆子どもの居場所づくりとして、子ど
も講座・子ども映画会・親子対象の講
座を実施しました。

●「（菊田公民館主催　おもしろ科学
実験講座より）初めてやった実験だっ
たのでおもしろかった。家でもやって
みたいと思う。」「子どもがとても興味
深そうに見ていて、大人の私たちも大
変楽しかった。」といった声がありまし
た。

★子どもにとっては講座を通じて公民
館への親しみが湧き、親子対象では
親子のふれあいの機会となりました。
また、公民館以外（学校等）で実施す
ることにより、公民館事業を知っても
らうきっかけとなりました。

A 769,000円

あづまこども会館事業の
充実

青少年課

20

21

22

子ども講座の充実

公民館

○青少年育成団体連絡協議会開催回数（6回　⇒　6回　他研修会1回）

○参加児童数（762人　⇒　3,829人）

◇公民館から離れた場所にすんでいる子ども達のために公民館以外の場所での子ども講座も実施します。

―

■各育成団体の活動内容をより
広く市民に知ってもらい、各団体
の活動に市民参加してもらうため
ＰＲ、広報に努める必要がありま
す。

■自主事業を工夫したり、子ども
達の興味を引く遊具を購入するこ
とで、利用者増につながったと思
います。また、東日本大震災に伴
う放射能漏れにより、室内で活動
する子ども達が増えたと思わま

青少年健全育成の推進

青少年課

○利用者数（幼児1,362名・小学生7,292名・中学生956名　⇒　幼児1,721名・小学生8,419名・中学生542名）

◇児童の健全な遊び・学習の場、また地域住民の活動の場として、あづまこども会館事業の充実を図ります。

◇青少年の健全な育成を図るために、青少年育成団体の活動を支援します。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆市内小学校の校庭・体育館を土曜
日、日曜日、祝日に開放し、運動する
場を提供しました。

―

★震災の被害により施設が使用でき
なかった学校を利用している団体は、
近隣の学校を利用している団体と、
協力し合い、場をゆずり合って活動す
ることができました。

B 8,891,000円

◆キッズスポーツではドッヂボールや
パークゴルフ等、様々な種目のス
ポーツ教室を開催し、一部、スポーツ
選手を招き、こども達が直接指導を受
けるなど、アスリートとの交流の場を
つくりました。また、テニス・水泳・フッ
トサルなど集中プログラムを開催しま
した。

●「アメフトの選手が大きくてすごかっ
た」、「楽しかった」、「初めてやった種
目なので難しかったけど楽しめた」な
どの声がありました。

★様々なスポーツ体験を通して、
ルールの大切さや協調性、人間形成
を育むサポートを行うことが出来まし
た。また、アスリートと直接触れ合うこ
とにより、よりスポーツへの興味関心
を持ってもらえました。

B 406,000円

◆年間2回の学校支援ボランティア会
議で年間計画・活動報告について協
議するとともに意見交換をおこないま
した。

―
★地域の方々が円滑にボランティア
活動が図られるとともに、地域との交
流がより深まりました。

A ―

③　世代間交流の推進

○学校支援ボランティア参加人数（9,993人　⇒　11,042人）

25

地域交流事業の充実

小学校
中学校

24

児童教室の開催

生涯スポーツ課

◇スポーツ教室の案内は広報掲載日から充分な日数をおき募集を募り、またホームページでの掲載も検討することで、できるだけ多くの市民に周知し
機会をつくっていきます。キッズスポーツ教室では様々な種目を体験しそれらにふれる機会をつくるとともに、夏休み期間中には別途、キッズ教室（フッ
トサル、テニス、水泳）の集中プログラムを今後も継続していきます。

23

学校体育施設の開放

生涯スポーツ課

○開催回数（17回　⇒　17回）
○参加児童数（800人　⇒　683人）

○体育施設開放校数（小学校16校　⇒　小学校16校）

◇各学校体育施設開放運営委員会に対し、より効率的な利用調整を行いフリーな時間帯をつくる事により多くの団体が使えるような工夫をしてもらう
ように依頼していきます。

■既存の定期利用団体の使用が
大半をしめているため、町会等の
臨時的な使用や新規団体の活動
の組み込みが困難であることが現
状です。

◇年間2回の学校支援ボランティア会議で年間計画・活動報告について協議し、学校支援ボランティア活動の充実を図ります。

―

■様々な種目と同様に、運動の基
礎となる単純な動き(走る・跳ぶ・
投げる等)をフォーカスした教室を
開催する必要があります。また、
小学生のみならず、中高生にもア
プローチした教室を開催する必要
があります。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆中学校の家庭科の授業において、
幼稚園・保育所・こども園で園児との
交流を行いました。（中学校）
◆中学2年生家庭科及び3年生の職
場体験学習の一環として、幼稚園・保
育所・こども園において、各年齢（2歳
～6歳）に分かれて交流しました。ま
た、体験学習、事前学習としてオリエ
ンテーションを実施しました。
（室内…ブロック、プラレール、ままご
と　　戸外…かけっこ、固定遊具、砂
場）（幼稚園・保育所・こども園）

●「体力を生かして子ども達と遊び、
楽しかった。」「明るく元気に挨拶し、
子ども達と遊んで充実した一日を過
ごすことができた。」「子ども達がかわ
いかった。」「掃除の仕方を教えても
らった。」「子どもと遊ぶのは大変だっ
た。」などの声がありました。

★中学生は、園児との交流を行うこと
で、思いやりの心や、幼児への興味・
関心、現在及び将来の家庭生活のあ
り方等について学習する機会となり、
一方園児にとっては、他との関わり方
の学びの場となり、幼稚園・保育所生
活の充実につながりました。（中学
校）
★園児は、はじめは緊張していました
が、中学生から歌を歌ってもらうと、
すばらしい歌声に感動し、帰るときに
は穏やかな表情に変化しているな
ど、充実した交流とすることができま
した。（幼稚園・保育所・こども園）

A ―

◆学校行事の平日開催のほかに、保
護者や地域の方が参加できるように
休日開催をしました。

―

★学校行事の平日開催のほかに、保
護者や地域の方が参加できるように
土日開催を推進することで、学校教
育活動への理解を図り、学校への信
頼が深まることにつなげ、保護者や
地域の方の協力・支援が得られまし
た。

A ―

27

地域参加型学校行事の
推進

指導課
小学校
中学校

26

中学生と幼稚園児・保育
所児・こども園児の

交流の充実

中学校
幼稚園
保育所
こども園

○実施校数（小学校16校・中学校7校　⇒　小学校16校・中学校7校）

○実施校数（中学校7校　⇒　中学校7校）

◇保育所児や幼稚園児・こども園児と中学生との異年齢交流をさらに充実していきます。（中学校）
◇交流を通して、一つ一つが相互に結びつき、幼稚園・保育所生活が充実したものになるようにしていきます。（幼稚園・保育所・こども園）

◇学校行事の平日開催のほかに、保護者や地域の方が参加できるように休日開催を推進することで、学校教育活動への理解を図り、学校への信頼
が深まることにつなげ、協力・支援が得られるような地域に開かれた学校づくりを推進します。

■学校行事の土日開催日を増や
す方向で学校現場に指導していき
たい。

◆中学校、幼稚園・保育所・こども
園相互の連携を取り合い、交流時
期・交流内容・交流方法をより良く
する方策を考えていく必要があり
ます。（中学校）
◆交流の回数が限られていること
から、連続的な交流が必要であ
り、さらに、体験学習の場合には、
生徒についてもう少し詳しく情報
交換を図るなど検討する必要があ
ります。（幼稚園・保育所・こども
園）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆各学校の食に関する指導の全体
計画に基づき、教科や学級活動、給
食時間に食に関する指導を実施しま
した。また、保護者対象の試食会や
家庭教育学級において、食育の講演
会や調理講習会を実施するとともに、
食育担当の教職員を対象に研修会を
実施しました。（学校教育課）
◆千葉県教育庁葛南教育事務所指
導室とともに行った合同訪問や、習志
野市教育委員会独自の学校訪問の
際に、経営部会・全体会等で指導しま
した。（指導課）
◆幼稚園・保育所・こども園の教諭及
び保育士を対象に「乳幼児期におけ
る食育の推進」について研修会を実
施し、乳幼児の食生活の現状から、
食育の具体的な実践方法について学
びました。（こども保育課）
◆幼児家庭教育学級とPTA家庭教育
学級の学習プログラムに食育につい
ての内容を取り入れ、実施しました。
（公民館）

●「乳幼児期をとりまく食生活の課題
が再認識され、今後、園や保育所全
体で園児児童への食育についてとり
くむとともに、家庭を巻き込んだ食育
を進めることが必要であると思う。」と
いった声がありました。（こども保育
課）
●「（PTA家庭教育学級より）食事の
バランスは大切だとわかっていても、
日頃は忙しくてなかなか完璧にするこ
とは難しい。しかしそんな中でもちょっ
とした工夫次第で家族全員の健康が
アップすることを学びました。」、「好き
嫌いについて、子ども達は味覚経験
が少なく、食べることに慣れていない
ためであり、無理強いはしなくてよ
い。しかし味覚経験のためにも食卓
には出すようにという話がとても参考
になりました。」といった声がありまし
た。（公民館）

★各学校の食に関する全体計画に
基づき、発達段階に応じた食育が実
施され、児童生徒に望ましい食習慣
や朝食の大切さについての意識を高
めることができました。また、保護者を
対象に食に関する講演会等を実施
し、家庭との連携を深めることができ
ました。さらに、食育担当の教職員対
象の研修会を開催し、食育の実践発
表等をとおして、食育についての理解
を深め、食育の推進を図ることができ
ました。（学校教育課）
◆計画的に学校を訪問することで、
各学校の意識化を図ることができまし
た。（指導課）
◆乳幼児の食生活に対する課題が
明確となり、今後は、幼稚園・保育
所・こども園の職員が計画的に食育
に取り組むことが大切であることが認
識されました。（こども保育課）
◆朝食をとることの大切さや学校給
食の安全性を知ることで、保護者が
家庭での食育についてあらためて考
える機会となりました。（公民館）

A 60,000円○朝食摂取率（小学校5年生94.4％・中学校2年生87.9％　⇒　小学校5年生93.9％・中学校2年生86.5%）

28

幼稚園・保育所・こども
園・小学校・家庭等に
おける「食育」の推進

学校教育課
指導課

こども保育課
公民館
幼稚園
保育所
こども園

④　「食育」の推進

■食育については、児童生徒が
望ましい食習慣の意識を高めると
ともに主体的に取組み、実践する
ことができるようになることが大切
であり、このため、継続的な指導
をすすめていくことが課題となりま
す。また、望ましい食習慣の育成
については家庭の指導によるとこ
ろが大きく、家庭との連携を更に
すすめていくことが課題です。（学
校教育課）
■乳幼児期における食育につい
ては、幼稚園、保育所、こども園に
おける取組みとともに家庭との連
携による食育がより効果的であり
ますが、現状では、家庭との連携
による食育がまだ不十分であるこ
とから、連携をいかに図っていくか
について検討する必要がありま
す。（こども保育課）

◇朝食欠食率を減らし、望ましい食習慣の確立を目指し、親子を対象とした学校教育活動及び家庭教育学級等を通して食育の充実を図るとともに、
食育の充実を図るために、関係職員を対象とした研修会を実施し、協議会等を通して幼稚園・保育所・学校・地域との連携を図ります。（学校教育課）
◇今後も学校訪問の際に、指導していきます。（指導課）
◇食育とはイベントではなく、日々の生活の中、保育指導の中で、何を意識し、何を指導していくのかという事を認識し、各領域から踏まえた指導内容
を整理していきます。（こども保育課）
◇引き続き、食事の大切さを学べるよう、幼児家庭教育学級とＰＴＡ家庭教育学級の学習プログラムの中に食育を題材にした内容の講座を取り入れま
す。（公民館）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

1　次代の親の育成

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業名

担当課
№

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆「ママ・パパになるための学級」で
は、「食事バランスガイド」を活用し、
バランスのよい食事や妊娠中特に必
要な栄養について理解し、生活の中
で実践できるよう支援しました。また、
妊娠中に注意が必要な食品や適正
な体重管理等の情報の提供も行いま
した。
◆「離乳食教室」、「乳幼児健康相談
事業」、「食生活なんでも相談」では、
食事のあり方や必要性について、基
本的な知識と具体的な調理技術等を
保護者に紹介し、実際に家庭で実践
できるよう支援しました。
◆子どもが食への興味や関心、食べ
る意欲を高めることができるよう、保
護者を含め啓発しました。

●ママ・パパになるための学級の参
加者からは「今まで考えて食事をした
ことがないのでこれからバランスを考
えていきたいです。」「もう少し食事内
容を見直さないといけないと感じた。」
「必要な栄養が摂れていないなあと実
感した。今日から食生活を見直してい
きたい。」といった声がありました。
●離乳食教室では、試食の場面で
「味つけしてなくてもおいしい。」「甘
い。」と素材そのもののうま味を体験
出来た様子でした。

★各事業において、望ましい食習慣
についての情報提供が図られるとと
もに、健康相談（４か月児）から離乳
食教室へのスムーズな連携により、
稼働率が上昇しました。
★食生活改善普及月間（９月）に健康
相談（4か月児、10か月児）や健診（1
歳6か月児、3歳児）で食生活の見直
しや、「簡単に作れる調理集」などの
調理を促すパンフレットを配布したこ
とにより、保護者を含めた具体的な啓
発につながりました。

A 178,800円

■使用しているパンフレットが実
用的なものであるよう、常に確認
をしていく必要があります。

○離乳食教室稼働率（67.5％　⇒　71.0％）

29

健康的な食習慣の
確立の推進

健康支援課
ヘルスステーション

◇個に対応する機会である母子健康手帳の交付時や、新生児訪問等でも情報の発信ができるよう媒体を整理し、啓発できるようにします。また、引き
続き各事業で、保護者を含めた啓発をしていきます。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

◆杉の子こども園の建設工事が完了
し、平成24年度4月から開園します。
◆（仮称）袖ケ浦こども園の開園に向
け、設計業者を決定しました。

―
★杉の子こども園の施設が完成した
ため、平成24年4月1日より開園しま
す。

A 774,990,000円

◆待機児童対策として、雇用促進を
図り、既存施設を最大限利用して受
入数を確保しました。また、平成24年
度の若松保育所、袖ケ浦第二保育所
の運営業務委託及び杉の子こども園
整備を推進しました。さらに、認可外
保育施設の利用者に対する保育料
の助成を継続して行いました。

●「待機児童数の増加に伴い、改善
してほしい」という意見が年々増えて
います。また、一時保育については、
利用数がほぼ横ばいないし微減です
が、「実施個所数を増やしてほしい」と
いった声がありました。

★「習志野市こども園整備と既存市
立幼稚園・保育所の再編計画　第1期
計画」に基づき、こども園の整備及び
既存保育所の私立化を行っており、
平成24年4月の開園に向け杉の子こ
ども園の整備を進めるとともに、若松
保育所と袖ケ浦第二保育所について
も、私立化に向け、計画を進めまし
た。

B 271,016,997円

◆私立化対象保育所である若松保
育所及び袖ケ浦第二保育所における
移管先法人の選考を行い、決定し、
移管においての引継ぎとしまして、共
同保育を実施しました。

―

★私立化対象保育所における移管先
法人を決定し、保育の引継ぎを実施
することで、子どもたちに影響の少な
い、緩やかな引継ぎをはじめておりま
す。

A 68,059,537円

31

保育所・こども園に
おける保育サービスの

充実

こども保育課

32

こども園の整備

こども政策課
こども保育課

（1）　地域における子育て支援の充実

①　多様なニーズに応える保育サービスの充実

民間保育事業者の
多様なサービス力の

活用

こども保育課

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇杉の子こども園の開園に向けて、施設の建築を完成させます。

◇平成24年度に開園となる杉の子こども園と若松保育所・袖ケ浦第二保育所の私立化に向け、計画を順次進めます。利用者の増加を見込み、24年
度に向け、計画の変更を考慮します。

◇「習志野市立保育所私立化法人選考委員会」において、習志野市の保育を引継いでいただける法人を選考します。また、私立化対象保育所におい
て、移管先法人と市による共同保育を実施し、引継ぎを行ってまいります。

○通常保育定員数（1,585人　⇒　1,605人）
○一時預かり定員数（60人⇒　60人）

○一時預かり利用児童数（10,003人　⇒　7,717人）
○時間外保育・延長保育利用率（87.8％　⇒　90.1％）

○民間認可保育所施設数（1か所　⇒　1か所）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

○施設数（1か所　⇒　1か所）

30
■引き続き3か所目のこども園の
開園を目指し、整備を進めます。

■「習志野市こども園整備と既存
市立幼稚園・保育所の再編計画
第1期計画」は順調に進んでいる
が、待機児童数は計画当初よりも
増加しており、保育に対するニー
ズは、より高まっております。

■保育所運営を委託し、保護者、
法人、市の協力のもと、習志野市
の保育を引継いでまいります。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆入会説明会（平日50回、土日5
回）、基礎研修会（4回）、会員研修会
（3回）、会員交流会（1回）、ファミサポ
談話室（1回）を開催しました。（予定を
含む）
◆ファミリー・サポート・センターだより
を発行しました。（4回）、広報紙への
掲載を行いました。（１回）

―

★地域で支え合うことで、子育て家庭
に対し安心して出産や育児ができ、
仕事・子育てが続けられる環境づくり
を行うことができました。
★提供会員の割合が低く、新たな提
供会員を確保するために、テレビ広
報、またテレビモニターも同様に、提
供会員募集の画像を放映し、周知に
努めました。

A 6,413,000円

◆入会を希望する児童(1～3年生及
び障害のある児童については6年生
まで)を受け入れるとともに、津田沼小
学校建て替えに伴う(仮称)津田沼A・
B児童会室の整備を行いました。（平
成24年度完了）

●「公設公営による運営の維持」、「4
年生以上の受け入れ」といった声が
ありました。

★児童に適切な遊び及び生活の場を
与えて、健全な育成を図るとともに、
（仮称）津田沼A・B児童会室の整備を
平成23年度から平成24年度にかけて
行います。

A 13,948,572円

33

34

○会員数（育児2,223人・家事1,162人・ショートステイ119人　⇒　育児2,310人・家事1,277人・ショートステイ139人）
○活動件数（育児3,764件・家事372件・ショートステイ3件　⇒　育児3,035件・家事302件・ショートステイ1件　（1月末

現在））

ファミリー・サポート・
センターの充実

子育て支援課

放課後児童会の運営

青少年課

◇多様化する利用会員のニーズに応え、提供会員の高齢化に対応するため、広報等により制度の周知を図り、新たな提供会員の確保に努めます。
◇子どもの人権を尊重し、親子が安心して利用できる事業運営を実施するため、研修会・交流会等により、既存の会員の制度の理解と意識向上を図
ります。

◇入会を希望する児童(1～3年生及び障害のある児童については6年生まで)を受け入れます。

■子どもの人権を尊重し、親とこ
どもが安心して利用できる事業運
営を実施するため、提供会員にき
め細かく制度を理解してもらう必
要があります。
■利用会員のニーズの多様化と、
提供会員の高齢化に対応するた
め、新たな提供会員の確保に努
める必要があります。

■放課後児童会の充実を図るた
め、指導員の資質向上の維持が
あります。

○施設数（19か所　⇒　19か所）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆私立かすみ保育園で、市内公立保
育所の入所児童も対象として、日曜・
祝日の8時から17時まで継続して実
施しました。
◆私立化対象保育所である若松保
育所、袖ケ浦第二保育所における移
管先法人を選考し、決定し、移管にお
ける引継ぎとして共同保育を実施しま
した。

―

★就労形態が多様化する中、休日保
育を実施することで、仕事と子育ての
両日支援につながっています。
★私立化対象保育所における移管先
法人を決定し、保育の引継ぎを実施
することで、子どもたちに影響の少な
い、緩やかな引継ぎをはじめておりま
す。

A 2,616,000円

◆特別支援アドバイザーによる保育
所特別支援事例研修（年９回）、幼稚
園事例研修（年３回）を実施し、乳幼
児への指導法や支援のあり方を学び
ました。また、個々の障がい等の状態
や発達の程度を把握し、指導のねら
いや内容を明確にし、併せて就学先
について助言を受けました。講師によ
る理論研修（年４回）や臨床心理士に
よる巡回指導（年９６回）を行いまし
た。

●「一人一人の乳幼児の困り感や気
になる点について具体的な捉え方や
指導方法を指導していただくことで、
子どもの理解につながり、その子ども
に応じた援助や指導に生かすことが
できた。」といった声がありました。

★乳幼児の発達や課題について指
導していただいた内容を共通理解し、
より適切な支援ができるようになり、
子どもの安定や、周りの大人との信
頼関係の構築ができました。

A 260,000円

36

35

休日保育の充実

こども保育課

障害児保育の充実

こども保育課

○休日保育施設数（1か所　⇒　1か所）
○休日保育利用児童数（1人　⇒　41人）

○障害児保育実施施設数（15か所　⇒　28か所）

◇「習志野市立保育所私立化法人選考委員会」において、習志野市の保育を引継いでいただける法人を選考します。また、私立化対象保育所におい
て、移管先法人と市による共同保育を実施し、移管のための引継ぎを行ってまいります。

◇個別に支援を要する児童への援助方法に関する職員の資質向上を図るとともに、巡回指導による事例研修及び理論研修を実施します。

■保育所運営を委託し、保護者、
法人、市の協力のもと、習志野市
の保育を引継いでまいります。

■各施設のコーディネーターが、
他機関との連携をより強化し、保
育の充実を図る必要があります。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆１４幼稚園、１こども園で預かり保
育を実施するとともに、家庭的な雰囲
気づくりや家庭との連続性を考え、保
育の充実に努めました。

―

★教育課程に基づく教育活動と、預
かり保育との関連を考え、幼児の生
活や遊びなど、一日の過ごし方に配
慮することができました。

A 7,756,070円

◆１４幼稚園の園児と東習志野こども
園（短時間・長時間）の園児を対象
に、1泊2日の宿泊保育を実施しまし
た。

●「家庭を離れて宿泊できたことが一
人一人の幼児の自信につながり、家
庭でも自分でできることが増える等、
自信をもって行動する姿がみられる
ようになった」といった声がありまし
た。

★宿泊保育に向けて、基本的生活習
慣の定着が助長されるとともに、宿泊
体験で自分の力で生活が進められた
ことが、大きな自信につながりまし
た。また、自然環境の中で、五感を通
して動植物を身近に触れ、興味、関
心を深めることができました。

A 3,139,000円

◆赤松小児科内科医院及び千葉県
済生会習志野病院に委託し、事業を
実施しました。また、施設間との連携
を図り、事業を実施しました。

●「万一の時に備えて事前登録して
おいたので、子どもが急に病気になっ
た時にも安心して仕事へ行くことがで
きました。」との声がありました。

★保護者が勤務等の都合で家庭で
の育児が困難な子育て家庭を支援す
ることで、子育てと仕事の両立支援が
図られました。また、保育所等に新規
で入所する児童の保護者に対し、
リーフレットを配布することで、事業の
周知が図られました。

A 18,903,000円

鹿野山宿泊保育の充実

こども保育課

病児・病後児保育の
充実

子育て支援課

◇鹿野山宿泊保育の実施による家庭との連携や基本的生活習慣の定着を図り、自信をもって生活ができることにつなげます。

◇保育所等に新規で入所する児童の保護者に対して、チラシやリーフレットの配布・広報活動等によって、事業の周知を図ります。

■事業が形骸化しないよう、活動
内容の見直しを図る必要がありま
す。

■障害児等の受け入れなど、検
討が必要なケースについて、施設
及び関係部署との綿密な連携と
保護者との調整を図っていく必要
があります。

幼稚園・こども園に
おける預かり保育の

充実

こども保育課

○園児の満足度割合（90.0％　⇒　90.0％）

○施設数（2か所　⇒　2か所）
○利用児童数（エンジェル493人・なでしこ1,078人　⇒　エンジェル362人・なでしこ1,014人）

38

39

37

○施設数（15か所　⇒　15か所）
○利用児童数（25,293人　⇒　24,095人）

◇幼児の育ちを主軸において、親も子もともに育ちあえるように、預かり保育の趣旨を日頃からよく説明をし、園での経験を家庭につなぎ、家庭での経
験を園につなぎ、保護者と幼児をしっかりとつないでいきます。

■不定期利用者と定期的利用者
が混在しているため、一人一人が
安定して遊べる保育内容を検討
する必要があります。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆大久保第二保育所0歳児室に床暖
房を設置しました。

―
★床暖房を設置することで、冬季にお
いて安全な保育につながりました。

A 25,774,000円

◆養育支援が必要とされた、養育環
境の心配な家庭に対し、家庭訪問に
よる育児の具体的な方法の指導・助
言・支援、子育て支援サービスの情
報提供、母子保健分野との連携によ
る対象者の状況に合った相談体制の
確立を実施しました。さらに、事業対
象として終了した後も、母子保健分野
との情報共有等によるサポート体制
を構築しました。

―

★対象家庭の精神的・肉体的な負担
の軽減や児童の安全確保や養育環
境の向上を図ることができました。ま
た、対象家庭との信頼関係の構築に
より、その後の継続支援を円滑に行う
ことができました。

A 169,000円

◆料理・手芸・体操等の講座を託児
付きの講座を開催しました。

―

★育児中の母親が子育てから少し離
れ、学習することで心身のリフレッ
シュができ、共通の趣味を通して仲間
づくりにつなげることができました。

A 114,000円

42

保育所補修整備の推進

こども保育課

養育支援家庭訪問の
実施

子育て支援課

公民館の託児付き
成人講座の実施

公民館

◇大久保第二保育所0歳児室に床暖房を設置し、安心で安全な保育環境を整備します。

■保育所０歳児保育室に床暖房
を順次導入していきたい。

○養育支援家庭訪問対象世帯数（6世帯　⇒　7世帯）
○訪問件数（40件　⇒　50件）

○実施講座数（3講座　⇒　3講座）

◇養育支援が必要とされた家庭に対し、相談しやすい雰囲気で訪問を行い、効果的な支援を行い、育児不安の軽減及び児童虐待未然防止を図りま
す。
◇子育て支援課の所管事業だが、子育て支援課が単独で実施していくことは難しく、新生児訪問等の保健活動後の情報交換や、母子保健担当課と
の更なる連携を図ります。

◇引き続き、子育て中の母親の学習機会を保障するため、託児付き成人講座を実施するとともに、今後増設等が可能か検討します。

■日常業務における家庭訪問と
の違いが明確でないため、違いに
ついて今後明確にしていく必要が
あります。

■応募人数が多く、抽選としてい
るため、受講できない方おり実施
施設の拡大等を検討する必要が
あります。

○乳児保育室への床暖房設置施設数（6か所　⇒　7か所）

40

41
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆鷺沼と東習志野こども園のこどもセ
ンターと連携を図りながら事業を行
い、親子がいつでも気軽に遊び交流
できる場の提供及び子育てに関する
情報の提供を行いました。
◆四季折々の遊び（6回）、学習会（8
回）、地域世代子育て交流会（3回）、
きらっ子こどもまつり（１０月２２日開
催）など、地域と連携したイベントを実
施するとともに、育児相談（小児科医
月１回、職員による相談随時）等様々
な事業を実施しました。（子育て支援
課）
◆こどもセンターの整備を含む杉の
子こども園の建設工事が完了しまし
た。（こども保育課）

●「（利用に関するアンケートの中の
自由記述から）他の子どもたちと遊べ
て、子どもがとても楽しそうで、家で二
人で過ごす時とまた違う一面が見れ
てよかった。」、「こどもセンターで遊ぶ
ことで他のママとも話せて嬉しかっ
た。」、「育児相談を利用し、子育てに
ついての不安が少なくなった。」といっ
た声がありました。（子育て支援課）

★小児科医、保育士、保健師による
育児相談事業を行うことで育児不安
の解消に繋がるとともに、土曜日を開
館していることにより、父親の育児参
加、共働き家庭の利用が図られまし
た。
★地域子育て支援センター等連絡会
議として、こどもセンター（東習志野、
鷺沼）、きらっ子ルーム（やつ、おおく
ぼ）の施設間で情報の共有を図りまし
た。（子育て支援課）
★こどもセンターを含む杉の子こども
園が完成したため、平成２４年度に３
か所目となるこどもセンターのオープ
ンが可能となりました。（こども保育
課）

A
591,927,950円

（№30一部再掲）

◆親子がいつでも気軽に遊び交流で
きる場の提供及び子育てに関する情
報の提供を行いました。また、職員に
よる育児相談を随時行いました。

●「きらっ子ルームで遊ぶことで、子
供の友達やママ友ができた。」、「地
域の高齢者との交流会や研修会を企
画して欲しい。」、「もっと家の近くにき
らっ子ルームができると行きやすくて
助かる。」といった声がありました。

★保育士による育児相談事業を行う
ことで育児不安の解消に繋がるととも
に、土・日曜日を開館していることに
より、父親の育児参加、共働き家庭
の利用が図られました。

A 7,295,000円
○施設数（2か所　⇒　2か所）

○利用者数（やつ15,218人・おおくぼ19,384人　⇒　やつ 11,395人・おおくぼ 16,049人　（1月末現在））

44

つどいの広場
（きらっ子ルーム）の

充実

子育て支援課

◇利用者の声を聞くことで、より利用者のニーズに応えた育児支援や情報提供が行えるよう、サービスを拡充していきます。
◇地域との連携により子育てを支援していけるよう、各種イベント等を実施します。

■子育て家庭のニーズに柔軟に
対応するため、育児支援や情報
提供の拡充を図る必要がありま
す。また、地域（ボランティア等）と
の連携によるイベントを充実させ
ていく必要があります。

43

こどもセンターの充実

子育て支援課
こども保育課

○施設数（2か所　⇒　2か所）
○利用者数（鷺沼34,308人・東習志野16,181人　⇒　鷺沼29,223人（1月末現在）・東習志野10,381人（2月末現在）

◇利用者の声を聞くことで、よりニーズに応えた育児支援や情報提供が行えるよう、サービスを拡充していきます。（子育て支援課）
◇地域との連携により子育てを支援していけるよう、各種イベント等を実施します。（子育て支援課）
◇平成24年度新たなこどもセンターのオープンに向けて、杉の子こども園の建築を完成させます。（こども保育課）

■こどもセンターの整備による施
設増に備えて、各施設間での連携
（情報交換等）強化が必要となっ
てきます。
■子育て家庭のニーズに柔軟に
対応するため、育児支援や情報
提供の拡充を図る必要がありま
す。
■地域（ボランティア等）との連携
によるイベント等を更に充実させ
ていく必要があります。（子育て支
援課）
■引続き４か所目のこどもセン
ターの整備を進め、こどもセンター
の充実を図ります。（こども保育
課）

②　地域における子育て支援の拠点づくり
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆保育所、こども園の所庭を、週１～
３回程度開放し、育児相談や育児情
報の提供を行いました。

●「震災後外に出るのは心配であっ
たが、同じ年齢位の友達がいて、動
物もいる保育所で遊ばせることがで
き、良かったです。」といった声があり
ました。

★所庭（園庭）で親子で在所児（在園
児）の姿をみたり、一緒に遊ぶことを
とおして、未就園児の発達を促すこと
ができました。
★子育て相談に応じることで、不安
感・負担感等の軽減を図ることができ
ました。

A ―

◆親子・親同士・子ども同士・園児と
の交流・遊びの紹介・子育て相談等
の場として、幼稚園、こども園の遊戯
室や園庭を地域に開放しました。

●「人見知りをする娘なんで、今日の
ふれあい広場で少しみんなの中に入
れて良かったです。」、「解放感があっ
て、色々な遊具があって楽しかったで
す。」、「手遊びも子どもとのふれあい
もあって良かったと思います。」といっ
た声がありました。

★保護者が様々な交流をとおして、
我が子の成長に期待を持ち、子育て
は楽しいものであると感じる機会を提
供するとともに、情報を共有したりす
る場としての役割り、機能の充実を図
ることができました。

A 119,000円

○実施施設数（15か所　⇒　15か所）
○参加人数（3,401人　⇒　916人）

○実施施設数（15か所　⇒　14か所）
○参加人数（5,421人　⇒　4,886人）

45

◇地域における乳幼児を支援する役割を果たすように努め、相談に応じることに加え「情報提供」「親子登園」「保護者同士の交流の機会」を提供し、
子育て家庭の不安感・負担感・孤立感の軽減を図ります。

◇親子、親同士、子ども同士、園児との交流、遊びの紹介、子育て相談等の場として、幼稚園・こども園を地域に開放します。

■保育所・こども園において、情
報提供や、保護者同士の交流の
機会を提供することで、更に意識
し、体制を整備する必要がありま
す。

■子育て家庭同士の交流や子育
て相談等の場を通して、子育て家
庭の孤立感や不安感の軽減を図
るため、子育てふれあい広場を推
進していく必要があります。

46

保育所・こども園に
おける地域開放活動の

充実

保育所
こども園

こども保育課

幼稚園・こども園に
おける子育てふれあい

広場の充実

幼稚園
こども園

こども保育課
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆育児講座の講座終了後に、サーク
ル化に向け適宜アドバイスを行いまし
た。（公民館）
◆こどもセンターでの活動が主体と
なっている育児サークル「あそぼの
会」の主な活動であるこどもセンター
だより（年６回）発行を支援するととも
に、こどもセンター、きらっ子ルームに
おいて、子育て情報の掲示板として、
育児サークルや遊びの紹介等の情
報提供を行いました。（子育て支援
課）

●「「あそぼの会」での活動を通じて、
親同士の交流の輪が広がり、子育て
に関する知識も得られ、より安心して
子育てができるようになった。」といっ
た声がありました。（子育て支援課）

★講座終了後にサークル化すること
により、講座の際に育まれた仲間づく
りを継続することができ、育児の悩み
を共通理解することで、育児の孤立
化の予防につなげることができまし
た。（公民館）
★育児サークル「あそぼの会」の主な
活動である「あ・そ・ぼ」の発行にあ
たっての支援を行うとともに、「あ・そ・
ぼ」の発行だけでなく、遊び方の情報
提供を通して、親同士、子ども同士の
仲間づくりの支援につなげることがで
きました。（子育て支援課）

A 372,000円○育児講座終了後のサークル化数（8学級中4サークル　⇒　6学級中2サークル）

47

育児サークルへの支援

公民館
子育て支援課

◇育児サークル化の支援とともに、活動しやすくするための環境を整えていきます。（公民館）
◇こどもセンターでの活動が主体となっている育児サークル「あそぼの会」に対して、引き続き、「あ・そ・ぼ」の発行などに対する支援を行います。ま
た、親同士子ども同士の仲間づくりを支援していくため、親同士の交流を支援し、こどもセンター、きらっ子ルームにおいて、子育て情報の掲示板とし
て、育児サークルや遊びの紹介等の情報提供を行います。（子育て支援課）

■講座のたびに新しいサークルが
増えるため、部屋の確保ができな
い状況があり、既存のサークルと
合併させることも視野に入れ、検
討していく必要があります。（公民
館）
■今後も親同士子ども同士の仲
間づくりを支援していくため、親同
士の交流を支援し、育児サークル
の立ち上げをサポートしたり、サー
クル情報等の情報提供をしていく
必要があります。（子育て支援課）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆新生児や乳幼児のお子さんがいる
転入者の方に、子育てに関する情報
をわかりやすくまとめた「ならしの子育
てハンドブック」を作成し、市内各地の
公共施設や、市内の小児科等で配布
しました。（子育て支援課）
母子健康手帳交付時や新生児訪問
時に「すこやか子育てガイド」を活用し
保健活動を行いました。さらに母子保
健推進員家庭訪問時に「すこやか習
志野っ子ファイル」、「子育て情報マッ
プ」の内容を説明しながら配布しまし
た。また、「すこやか子育てガイド」、
「すこやか習志野っ子ファイル」とも
に、継続して活用できるよう、内容の
充実を図りました。（健康支援課・ヘ
ルスステーション）

●「子育てハンドブックには、子育て
に関する情報が分かりやすくコンパク
トにまとまっていて、携帯しやすいサ
イズでとても役立っている。」といった
声がありました。（子育て支援課）
●「ママ・パパになるための学級」に
参加した妊婦から、「産後のイメージ
がつきやすかった」、また、産後のマ
マからは「産後の制度がよくわかっ
た。」等の声がありました。（健康支援
課・ヘルスステーション）

★妊娠中から子育て期の情報をまと
めた「ならしの子育てハンドブック」を
作成し、配布することで、子育てに関
する不安の軽減と、各種制度の周知
が図られました。（子育て支援課）
★震災の影響により、里帰りが長期
化したことから、震災の被害が大き
かった地区を中心に所内相談で対応
したケースが増加したため、こんにち
は赤ちゃん事業家庭訪問実施率は低
下しましたが、所内相談で内容を説
明しながら丁寧に対応しました。ま
た、「すこやか習志野っ子ファイル」、
「すこやか子育てガイド」、「子育て情
報マップ」により妊娠中から子育て期
の対象者に合わせた必要な情報を提
供することができました。（健康支援
課・ヘルスステーション）

A 685,750円

◆乳幼児を持つ親を対象に育児講座
を実施し、対象年齢にあった遊びや
健康、発達段階について学ぶことが
できました。

―

★子育てに関する正しい知識が身に
つくとともに、同じ悩みを共有すること
により、育児の孤立化を防ぎ仲間づく
りを図ることができました。

A
372,000円

（№47再掲）

○こんにちは赤ちゃん事業家庭訪問実施率（97.1％　⇒　94.0％）

○実施学級数（8学級　⇒　6学級）
○実施回数（42回　⇒　36回）

48

49

子育て情報の提供

子育て支援課
健康支援課

ヘルスステーション

育児講座の充実

公民館

◇「ならしの子育てハンドブック」が、より利用者のニーズに合った充実したものとなるよう、関係課と連携を図り、改訂版を作成します。また、最新の子
育て支援情報について、市のホームページや携帯サイト・広報等で周知を図ります。（子育て支援課）
◇提供する情報の充実と正確さを図るために、定期的に内容を見直していきます。（健康支援課・ヘルスステーション）

◇引き続き、育児講座を実施し、学習を通して子育てに悩む親に正しい情報の提供と仲間づくりの促進を図ります。

■「ならしの子育てハンドブック」
は2年に一度の発行のため、最新
の情報について、市のホームペー
ジや携帯サイト・広報等で周知す
る必要があります。（子育て支援
課）
■引き続き、新しい情報をタイム
リーに反映させていきます。（健康
支援課・ヘルスステーション）

―

③　子育てに関する情報提供の充実
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆３歳児に応じた健康や遊び、心と体
の発達等、子育てに関する講座を実
施しました。

●「普段はなかなか子どもを預けてま
で勉強する機会がないので、とても貴
重な時間でしたが、それだけでなく子
育てをする上で大切なことを思い出す
チャンスを与えてくれた時間でもあり
ました。」といった声がありました。

★子育てに関する正しい知識を身に
つけるとともに、同じ悩みを共有する
ことにより、育児の孤立化を防ぎ、仲
間づくりを図ることができました。

A 1,182,000円

◆子育てに関する情報が乏しい高齢
者や、子育て経験者などを対象とした
子育て講座（「絵本で育む親子のか
かわり」）をこどもセンターで実施しま
した。

●「おすすめの絵本がわかり参考に
なった。」、「大人も読み聞かせによ
り、絵本の世界に引き込まれていっ
た。」、「家でも子どもと一緒に読んで
みようと思った。」といった声がありま
した。

★地域の高齢者や子育て経験者に
対して、子育て講座を実施すること
で、子育てに関する情報を提供し、子
育てを地域で支える意識を持ってもら
う機会をつくることができました。

A ―

◆こどもセンターの学習会等の行事
において保育ボランティアの活用を行
い、地域の方々の知識・技術を有効
活用しました。

●「保育ボランティアとしてこどもセン
ターの活動にかかわることで、地域で
子育てを支えている実感が持てまし
た。」、「地域の子どもと保護者に出会
う貴重な機会になりました。」といった
声がありました。

★学習会10人、誕生のつどい12人、
おはなし会4人、四季折々の遊び7
人、楽々健康体操3人、学生ボラン
ティア2人　合計 38人（１月末現在）を
保育ボランティアとして活用し、地域
力の活性化を図りました。
　

A ―

○実施学級数（7学級　⇒　7学級）
○実施回数（81回　⇒　82回）

○実施回数（1回　⇒　1回）

○ボランティア活用人数（118人　⇒　38人（1月末現在））

50

51

52

幼児家庭教育学級の
充実

公民館

子育て経験者や
高齢者のための

子育て講座の実施

子育て支援課

地域の人材の活用

子育て支援課

◇３歳児の親を対象に、様々な角度から子育てに関する講座を実施します。

◇子育てを地域で支えていく意識を根付かせていくため、地域の高齢者に対して子育て講座を実施します。

◇地域力の活性化を目指して、子育てに関する知識を豊富に有している地域の方々によるボランティアを活用します。

■子育てに関する知識・技術が有
効活用されるよう、今後もこどもセ
ンターにおける学習会等の行事に
おいて、地域の方々によるボラン
ティアの活用を継続していく必要
があります。

■講座終了後は親の就労や子ど
もの幼稚園入園があり、継続的な
交流が持てないという課題があり
ます。

■地域の高齢者や子育て経験者
に子育てを支える意識を根付かせ
るため、定期的に子育て講座を企
画し、参加を呼びかけていく必要
があります。

④　地域の人材の知識や経験を生かす活動の推進
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆子育て支援に係る一部の団体と意
見交換会を開催し、習志野市の子育
て支援施策に関する市民の声を聞く
と共に、今後の子育て支援のあるべ
き姿について、支援団体・行政二者に
よる意見交換を行いました。

●「行政の様々な声を聞くことがで
き、有意義だった。」といった声があり
ました。

★今年度は一部の団体との意見交
換会に留まりましたが、支援団体・行
政二者が顔を合わせたことで、地域
ぐるみの子育て支援体制の強化の足
がかりとなりました。

A ―

◆平成２３年度当初、現受給者に対
しつなぎ法について個別通知により
周知するよう努めました。また、平成
23年10月1日の制度変更に伴い、新
たに対象者からの申請が必要となっ
たため、対象児童世帯への個別通知
により申請を促しました。さらに、制度
の概要を記載したチラシを各公共施
設に設置し、母子手帳交付時や市民
課窓口等にて配布するとともに、広
報、ホームページにより制度の周知
に努めました。

―

★個別通知等による制度の周知活動
により多くの市民が子ども手当の申
請をし、受給することに伴い、子育て
家庭への経済的支援につなげること
ができました。

A 3,097,334,000円

○会議開催回数（1回　⇒　1回）

○支給児童数（22,354人　⇒　21,220人）

53

54

◇地域における子育て支援の推進を目指し、子育て支援に関わっている団体等が情報交換や課題を共有する場を設定します。

◇平成23年度子ども手当の変更に伴い、受給者への個別通知等により混乱を招かないよう積極的な周知をします。
◇広報・ホームページ等により子ども手当制度の周知につとめ、受給率の増加を図ります。

■複数の団体・関係機関との連携
を図っていくため、情報交換や課
題を共有する場を設定する必要
があります。

■広報等での継続的な制度周知
を行うことにより、未申請者の防
止を図る必要があります。

⑤　子育て家庭の経済的負担の軽減

ならしの子育て支援
ネットワークの充実

子育て支援課

子ども手当の支給

子育て支援課
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆子どもの保健向上を図るとともに、
保護者の経済的負担を軽減するた
め、子どもが医療機関等にかかった
際の医療費の一部を助成しました。

―

★前年度に比べ現物給付の件数及
び助成額は増加し、償還払いについ
ても件数が大幅に増加しており、子ど
もの保健向上及び保護者の経済的
負担が軽減され、子育て支援の充実
が図られました。また、子ども医療費
助成受給券の交付率もわずかながら
上昇し、本事業の拡充を図ることがで
きました。

A 317,015,198円○子ども医療費助成受給券交付率（98.1％　⇒　98.7％）

55

◇引き続き本事業を継続するとともに、広報やホームページ等で定期的に本事業を周知させることで、子どもの医療費助成受給券の申請率の向上を
図ります。

■全ての世帯から子ども医療費
助成受給券の申請を頂いていな
い点から、更なる交付率の向上を
図る必要があります。また、独立
行政法人日本スポーツ振興セン
ターの災害共済給付の対象となる
医療費に、子ども医療費助成受給
券を使用できないことの周知が行
き届いておらず、保護者へ過払い
分の返還を求める事例がある点
などについて今後、検討する必要
があります。

子どもの医療費等の
助成

子育て支援課
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆千葉県が平成24年7月から実施す
る「企業参画型子育て支援事業」へ
の協賛事業者募集に関する周知を、
子育て支援課からの依頼により、市
内14商店会を統括する習志野市商店
会連合会総会で行うとともに、商工会
議所との連携により商工会議所の会
報である商工習志野に事業概要の掲
載を依頼し、周知しました。（商工振
興課）
◆職員啓発紙「ピーナ通信」へワーク
ライフバランス特集記事の掲載、
ステップならしの図書情報コーナー
に、男女共同参画やワークライフバラ
ンスに関連する書籍を設置し、利用
者に閲覧・貸し出しました。（男女共同
参画センター）
◆「ならしの子育てハンドブック」を新
生児や乳幼児のお子さんがいる転入
者へ配布するとともに、各種制度案
内のチラシ等を窓口に設置し、情報
提供を行いました。（子育て支援課）

●「子育てハンドブックには、子育て
に関する情報が分かりやすくまとまっ
ていて、携帯しやすいサイズでとても
役立っています。」、「窓口横にパンフ
レットやチラシが見やすく並べれられ
ていて、情報収集に役立っていま
す。」などの声がありました。

★ステップならしの図書情報コーナー
にワーク・ライフ・バランスや男女共同
参画に関連する書籍を設置し、利用
者に閲覧・貸出を行い、仕事と家庭の
両立支援に寄与しました。（男女共同
参画センター）
★子育て支援課との庁内連携のみな
らず、多くの事業者が関わる習志野
市商店会連合会や習志野商工会議
所等の庁外関係機関との連携を図る
ことで、「子育ち・子育てを地域（みん
な）で支えるまち」づくりの推進につな
がりました。（商工振興課）
★子育てに関する様々な制度につい
て、「ならしの子育てハンドブック」や
各種制度案内のチラシ・パンフレット
によって、各種制度の周知が図られ
ました。（子育て支援課）

A 536,900円

（2）　仕事と子育ての両立の推進

①　企業における子育て支援対策の促進

子育てに関する制度の
活用推進

男女共同参画センター
商工振興課

子育て支援課
こども政策課

■窓口に設置する子育てハンド
ブックやチラシ・パンフレット等に
ついて、常時内容を充実させ、最
新の情報を提供していく必要があ
ります。（子育て支援課）
■商工振興課や男女共同参画セ
ンターと連携をとり、商工会議所
の常議員会等の活用を通して、子
育て支援先端企業認証制度の周
知を行い、新たな子育て支援先端
企業の誕生につながるよう努めま
す。また、千葉労働局への働きか
けを継続して行い、本制度の活用
方法を検討していきます。（こども
政策課）

56

◇男女がともに仕事と家庭の両立ができるよう周知します。（男女共同参画センター）
◇子育てに関する制度のより効果的な周知を行うために、こども政策課・男女共同参画センター等の関係各課との連携を継続し、体制を強化します。
また、子育てに関する制度を広く事業者へ周知するために、「アクティブならしの」の積極的な活用し、さらに、子育てに関する制度の周知において、事
業者に対し直接的な働きかけを行うために、商工会議所との連携を継続し、体制を強化します。（商工振興課）
◇子育てに関する様々な制度についてパンフレット等を窓口に配置し、市民の方々への情報提供を行います。（子育て支援課）
◇関係機関との連携により、企業における仕事と子育てが両立しやすい職場環境づくりを促進し、「子育て支援先端企業」認証制度についての周知と
認証企業の拡大を目指します。（こども政策課）

○「子育て支援先端企業」認証企業数（2社　⇒　2社）
○男性の家庭参画を促す講座等の実施（1回　⇒　1回）

- 30 -



次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆千葉県男女共同参画推進事業所
表彰制度について、商工振興課と連
携して市内商工会議所の会員に配布
している所報「商工習志野」に同封
し、商工会議所を通じ市内事業所
2,100ヶ所に対して、チラシを配布し、
周知を図りました。（男女共同参画セ
ンター）
◆ワーク・ライフ・バランスの推進によ
り、家庭における男女の役割等につ
いて考える機会を提供する為、勤労
者を対象とした労働講演会（「ワーク・
ライフ・バランス　～仕事に喜びを　人
生に楽しみを～」）を開催しました。
（商工振興課）

●「とてもわかりやすく、自分自身の
働き方を見直す気持ちになった。」、
「ノー残業や休暇制度が整備されて
も、休む為にいかに時間内に生産性
を高めて働くかも必要だと思った。」、
「社会全体が周りを見て、足並みを揃
えて行動しないと、実現できないと思
う。」といった声がありました。（商工
振興課）

★商工会議所を通じて、市内事業所
2,100ヶ所を対象に、千葉県男女共同
参画推進事業所表彰のチラシを配布
するとともに、直接事業所に対して周
知する機会をもつことができ、啓発を
行うことができました。（男女共同参
画センター）
★ワーク・ライフ・バランスをテーマと
した労働講演会を開催することで、勤
労者が自らの働き方を振り返り、家庭
における男女の役割等についても考
える機会を提供することにつながっ
た。（商工振興課）

A 1,400円

企業における
男女平等の啓発

男女共同参画センター
商工振興課

■企業に対する周知は、あらゆる
機会をとらえ、また、庁内の関係
部署との連携を密接に行い、今後
も効果的かつ的確に行う必要が
あります。（男女共同参画セン
ター）
■厳しい経済状況から派生する、
非常に厳しい雇用環境の中で、い
かにして企業、並びに勤労者に
ワーク・ライフ・バランスの視点か
ら、男女平等の啓発を行っていく
かが課題です。（商工振興課）

57

◇男女が仕事と家庭の両立を図ることができるように、事業者として配慮することの重要性について認識してもらうことを目指し、情報の提供を行いま
す。（男女共同参画センター）
◇子育てに関する制度のより効果的な周知を行うために、こども政策課・男女共同参画センター等の関係各課との連携を継続し、体制の強化をする。
また、子育てに関する制度を広く事業者へ周知するために、「アクティブならしの」の積極的な活用をする。さらに、子育てに関する制度の周知におい
て、事業者に対し直接的な働きかけを行うために、商工会議所との連携を継続し、体制を強化します。（商工振興課）

○事業所に対する千葉県男女共同参画推進事業所表彰制度の周知回数（1回　⇒　1回）

- 31 -



次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆「ママ・パパになるための学級」に
父親（パートナー）の参加を促し、「妊
娠シミュレータ」を着用して妊婦体験
を行ったり、育児は夫婦共同という意
識がもてるよう講義とグループワーク
を実施しました。また、妊娠届出者・
転入時面接した妊婦に対して、各事
業の案内を配布するとともに、菊田公
民館主催の「明日の親のための学
級」のPRを行いました。（健康支援
課・ヘルスステーション）
◆妊婦の心と体の健康や出産後の
生活について、正しい知識を身につ
けるための講座を実施しました。（公
民館）

●「ママ・パパになるための学級」に
参加した夫（パートナー）からは「あか
ちゃんだけが注目されている中で、一
番がんばっているのは母親であると
感じた。」、「感謝の気持ちは忘れず、
サポートしていきたい。」、「妻の精神
的な支柱になりたい」、「改めて家族
を考えるよい機会になりました。家事
育児はもちろん全てにおいて受け止
めてあげたい。」といった声がありまし
た。妻からは「パパが考える理想とマ
マが考える理想が少し違っていた。
思っている事を知れてよかった。」、
「パパ同士でのいろいろな意見が聞
けて参考になった。」といった声があり
ました。（健康支援課・ヘルスステー
ション）
●「この講座に参加するまでは、親と
して実感が全くなかったのですが、今
回参加してみて少しずつ実感が湧い
てきました。」「本などを読んだだけで
はわからないことを実際に体験するこ
とができたので、とてもよかったで
す。」といった声がありました。（公民
館）

★夫婦二人で参加したいと強く希望
する夫婦が増えており、夫婦で参加し
た割合は73.4％でした。また、自分か
ら参加を希望した夫は28.0％から
28.4％に増加しました。参加した先輩
ママへのアンケートより、夫（パート
ナー）に協力してもらっている内容とし
ては、おむつ替えやお風呂に入れる
などの回答が多くなっています。（健
康支援課・ヘルスステーション）
★妊婦の心と体の健康を夫婦で学ぶ
ことにより、夫婦間のお互いの役割に
ついて理解を深めることができまし
た。（公民館）

A 120,320円

男女共同参画の
子育て意識啓発

健康支援課
ヘルスステーション

公民館

■夫婦で参加しやすい日程等を
今後も考慮していく必要がありま
す。
また、引き続き夫がどのような子
育て参加をしているか追跡調査を
行い、評価していく必要がありま
す。（健康支援課・ヘルスステー
ション）
■対象者が妊婦のため、参加申し
込みをしても、当日の体調によっ
て参加できず、講座の参加者が大
変少ない回もあり、こうした場合の
対処について検討する必要があり
ます。（公民館）

58

②　男性の子育て参加の促進

◇より多くの夫婦が夫婦の役割を考え、育児は夫婦共同という認識が持てるように、「ママ・パパになるための学級」で夫向けの内容を集約している２
課土曜日コースを引き続き年８回、平日コースを年４回実施するとともに、公民館主催の「明日の親のための学級」の実施状況の確認を行い、生涯学
習担当課との連携を引き続き図ります。（健康支援課・ヘルスステーション）
◇より多くの方が受講しやすいように、同じ講座を複数回実施する等実施方法を変更します。（公民館）

○妊娠届出者・転入時面接した妊婦への配付率（100％　⇒　100％）
○ママ・パパになるための学級の妊婦・夫受講率（妊婦43.4％・夫36.4％　⇒　妊婦46.8％・夫34.0％）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆虐待の未然防止、早期発見・対
応、継続支援が効果的に行えるよう、
協議会や研修を通し、各機関との連
携強化を図りました。（子育て支援
課）
◆母子健康手帳の交付時から、訪問
等の様々な機会に、支援対象者を把
握し、関係機関との連携を図りなが
ら、個別に支援を行い、こんにちは赤
ちゃん事業により、生後4か月までの
乳児がいる家庭を全戸訪問しました。
（健康支援課・ヘルスステーション）
◆早期発見の観点・方法・対応等を
各学校に周知しました。（指導課）
◆相談機関連絡会における研修等を
通して、情報共有・相談技術の向上を
図りました。（青少年センター）
◆放課後児童指導員研修において、
研修を実施しました。（青少年課）

●母子保健推進員が2か月頃訪問す
ることで、「実家（県外）に里帰りして
出産し、帰宅後、自分だけで日中こど
もを見る生活を始めると、ちょっとした
不安が出てきてどうしようかと思って
いました、地域の身近なところに母子
保健推進員のような支援者がいてく
れることを知り安心しました」などの声
がありました。（健康支援課・ヘルスス
テーション）

★虐待予防やこどもの安全安心の確
保に向けて各機関の役割を話し合い
連携強化につなげることができまし
た。（子育て支援課）
★こんにちは赤ちゃん事業は94.0％
の家庭訪問を実施し、未訪問家庭に
ついても理由の把握をしました。継続
した支援が必要な人について、関係
機関と連携しながら対応しました。
（健康支援課・ヘルスステーション）
★早期対応するケースや被害児童等
へ適切に対応できるケースが増えま
した。（指導課）
★関係機関との連携を図り、迅速・適
切な対応を図ることができました。（青
少年センター）
★研修を実施することにより、児童虐
待の早期発見・防止に努めました。
（青少年課）

A 444,000円

虐待の予防、早期発見と
対策、防止

子育て支援課
健康支援課

ヘルスステーション
こども保育課

指導課
学校教育課

青少年センター
青少年課
幼稚園
保育所
こども園
小学校
中学校

○こんにちは赤ちゃん事業家庭訪問実施率（97.1％　⇒　94.0％）
○代表者会議・個別支援会議開催回数（1回・72回　⇒　2回・38回（H24.１末））

○虐待相談件数（3,100件　⇒　2,824件）

◇要保護児童対策地域協議会での年間1～2回の代表者会議、2～3回の実務者会議の実施を目指し、充実を図ります。引き続き児童虐待防止の啓
発や児童虐待の未然防止・早期発見・早期対応・継続支援等が効果的に行えるように各機関と連携し、同様に市民への周知も図ります。（子育て支援
課）
◇引き続き妊娠期からのハイリスク者の把握と個別支援、「こんにちは赤ちゃん事業」、健康相談・健康診査の未来所者の把握等を行い、養育支援家
庭訪問事業と連携して虐待の未然防止に努めていきます。（健康支援課・ヘルスステーション）
◇関係課での「虐待未然防止連絡会」を実施し、虐待の早期発見のための観点・方法、発見等の対応について、周知徹底していきます。（指導課）
◇児童生徒の健康相談や健康診断等の機会に、児童虐待の予防・早期発見に努め、関係機関と連携しながら継続的な支援をします。（学校教育課）
◇相談機関連絡会等で関係機関との連携を密にし、虐待を防止するための相談活動の充実を図っていきます。（青少年センター）
◇放課後児童指導員研修において、児童虐待に関する研修を実施します。（青少年課）

59

■住民票はあるが居住実態のな
いケースの把握をする必要があり
ます。（健康支援課・ヘルスステー
ション）
■実務者会議等においては、子
育て支援課からの個別ケースの
情報提供だけでなく、各関係機関
からの情報提供や検討事例の提
起を行っていただきながら、充実
を図る必要があります。（子育て支
援課）
■学校警察連絡協議会などの関
連の会議で情報の共有を図って
いく必要があります。（青少年セン
ター）
■児童虐待に関する研修を定期
的に実施することにより、虐待の
予防に努めます。（青少年課）

（3）　個別に支援を必要とする子どもへの支援体制の充実

①　虐待防止対策の充実
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆受給資格認定申請書の受理及び
処理、資格喪失届の受理及び処理、
転入・転出届の受理及び処理、5年等
経過による一部支給停止適用除外事
由届の受理及び処理、手当の支払
い、返還金債権の管理等を行いまし
た。

―

★新規申請の相談や現況届提出等
の際に、就労をしていない人に対し、
生計維持の方法を確認するとともに、
ハローワーク、ひとり親家庭自立支援
教育訓練給付金やひとり親家庭高等
技能訓練促進費等の制度紹介を行
い、母子家庭の生活の安定と自立の
促進が図られました。また、5年等経
過による一部支給停止適用者につい
ては、婚姻による資格喪失者で、就
労をしないケースや疾病により就労
不可のケースであり、平成24年1月末
現在は0人となっています。

A 357,330,740円

◆受給資格認定申請書の受理及び
処理、助成申請書の受理及び処理を
行いました。

―

★助成者数、助成額は昨年より減っ
たものの、ひとり親家庭の父母等へ
制度の周知を図ったことから、新規の
受給資格認定申請は昨年の13件以
上となる見込みであり、ひとり親家庭
等の福祉の増進に寄与しました。（平
成24年1月末　助成者数　699人　新
規受給資格認定申請　11件）

A 12,873,632円

児童扶養手当の支給

子育て支援課

ひとり親家庭等
医療費等の助成

子育て支援課

◇引き続き、広報・ホームページ・しおり等への掲載・児童扶養手当等の申請時に制度の説明、児童扶養手当現況届の提出のお知らせに際し、制度
の案内を同封する等を行うことで制度の周知を図り、助成申請件数や助成者数の向上を図ります。

■ハローワーク等の案内を行った
が、その後就職に結びついたか確
認が取れていないため、今後引き
続き確認していく必要があります。

○一部支給停止者数（1人　⇒　2人）

◇就業または求職活動をしていないことによる一部支給停止者をなくすことを目標として、ひとり親家庭自立支援員と協力し、手当の支給に併せて就
労指導を行います。また関係機関と連携し、情報収集に努め、母子家庭の生活の安定と自立を促進します。

②　ひとり親家庭への支援

■児童扶養手当受給者に比べ、
年金等受給者は利用できる制度
の制約もありますが、ひとり親家
庭等を対象とした諸制度につい
て、ひとり親家庭等医療費等助成
制度のみの利用が多くなっている
ため、助成申請の機会などを利用
し、医療費助成以外の制度や相
談等につなげられるよう、周知方
法等について検討する必要があり
ます。

○助成者数（910人　⇒　830人）

60

61
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆母子家庭等から貸付の相談と申請
を受け付けました。

―

★千葉県との連携を図り、貸付希望
者の相談・申請に応じるとともに、児
童扶養手当等、ひとり親家庭等を対
象とした他制度の申請者に対して、
リーフレット・しおり等により貸付制度
の周知が図られ、母子家庭等の自立
に結びつけることができました。　（平
成24年1月末　相談件数50件、申請
件数20件）

A ―

◆母子及び寡婦福祉法並びに生活
一般についての相談指導、職業能力
の向上及び求職活動等の就業につ
いての相談指導、適正な児童扶養、
その他家庭児童福祉の向上を図るた
めの必要な相談指導、その他ひとり
親家庭及び寡婦の自立に必要な支
援等を行いました。

―

★窓口及び電話等で、ひとり親家庭
の父母等の生活や児童の養育に関
する相談に応じ、助言及び必要な支
援を行うとともに、ひとり親家庭自立
支援員がハローワークを見学し、ひと
り親家庭の就労支援について説明を
受けたことから、現況届時の面接で
は効果的にハローワークの案内を行
い、ひとり親家庭の生活の安定とそ
の向上等が促進されました。
（平成24年1月末　就労相談件数　47
件）

A ―

ひとり親家庭
自立支援員による
相談体制の充実

子育て支援課

○相談件数（500件　⇒　562件）
○就労相談件数（45件　⇒　57件）

◇千葉県で行っている「母子寡婦福祉資金」が母子家庭の自立に結びつく貸付となるよう、事前の相談を周知するとともに、申請者の相談に応じて、
申請を受理します。

◇ひとり親家庭の生活の安定とその向上及び福祉の増進のために、ひとり親家庭の生活一般、就業、児童の養育等についての相談に応じ、また、関
係機関との連携を図りつつ、自立に向けた指導・助言・支援を行います。また、効果的な指導・助言・支援をするため、積極的に研修等に参加します。

■修学資金、修学支度金を利用し
て修学している子が、退学をしてし
まったという事例がありました。

■相談後、経過が不安なケースに
ついて本人の連絡以外に相談結
果が把握できない点があるため、
今後どのように把握するかについ
て課題があります。

63

62

母子寡婦福祉資金の
貸付

子育て支援課

○貸付相談件数（75件　⇒　60件）
○貸付件数（40件　⇒　22件）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆自立支援教育訓練費給付金事業
において、教育訓練講座受講費用の
20％に相当する額を支給しました。
（上限10万円、４千円未満の講座は
除く）
◆高等技能訓練促進費事業におい
て、養成機関において２年以上のカ
リュキュラムを修業し、対象資格の取
得が見込まれるものに対し、一定期
間「訓練促進費」を支給しました。
◆安心こども基金の延長による高等
技能訓練期間延長について、今年度
及び昨年度相談者への周知を行いま
した。

―

★ひとり親家庭の生活の負担や軽減
及び自立促進が図られました。
（平成24年1月末現在　教育訓練講座
1件　高等技能訓練促進費　6件
高等技能訓練終了後　準看護士取得
見込1名　看護師取得見込1名）

A 7,989,390円

◆児童生徒の保護者から提出された
申請を受け、当該手当支給認定に必
要な書類を確認し、認定された者に
学用品費・給食費等の給付を行いま
した。
【実績】支給延人数準要保護　921人
(被災児援助108人含む）、要保護　95
人（H24.3.14現在）

―

★認定された者については定められ
た補助内容が１００パーセント支給さ
れており、経済的負担の軽減が図ら
れました。

A 81,375,397円

ひとり親家庭自立支援
給付金の支給

子育て支援課

就学援助費の支給

学校教育課

―

○該当児童・生徒への実施率（100％　⇒　100％）

○申請件数（5件　⇒　5件）

◇申請件数3件を目標に、ひとり親家庭の父母が就職の際に有利であり、かつ生活の安定に資する資格を取得し、生活負担の軽減及び自立が促進さ
れるよう、相談及び申請に応じます。さらに、現況届提出時等に学業と子育ての両立の状況を確認するとともに、学業修了後の進路（就業等）を確認し
ます。

■申請を受けるときから、ひとり親
家庭の資格取得等に向けての動
機付けや相談を受ける体制づくり
が必要であり、資格取得を行う制
度の一部がハローワークと重複す
るものもあることから、関係他機関
との連携が必要です。

64

65

◇認定された者について１００パーセント支給します。

- 36 -



次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆発達支援システム等検討協議会の
中間報告や発達支援サポートネット
ワーク会議等での検討事項を基に、
ひまわり発達相談センターにおける
発達支援体制について検討し、整備
を行いました。また、発達支援施策検
討会議や発達支援サポートネット
ワーク会議において、関係機関との
検討・調整を図り、支援ネットワーク
の構築を行いました。

●「発達相談センターで就学後も相
談ができるようになり、安心感があり
ます。」、「規模が拡大することで、指
導についても期待します。」といった
声がありました。

★関係機関との連携及び調整を行
う、支援ネットワーク体制を構築し、さ
らに、発達支援に関する職員の資質
向上のための研修計画を策定しまし
た。また、ひまわり発達相談センター
の機能、役割、相談及び指導体制等
を整備することで、発達支援の中核
的施設としての位置づけを明確にす
ることができました。

B 5,441,000円

ひまわり発達相談
センターの整備

ひまわり学園

66

■よりよい発達支援を行っていく
為、ひまわり発達相談センターの
業務内容・指導・相談体制等の第
3者評価の実施するとともに、学童
期における具体的な事例をとお
し、相談について、教育委員会等
との担当業務・連携調整方法を確
立する必要があります。

③　健やかな発育・発達を支える支援体制の充実

―

◇ひまわり発達相談センターにおいて、こどもの成長・発達に関する総合的な相談支援を円滑に行う為の整備・準備を実施します。また、障害児通園
施設一元化による「発達支援センター」及び関係機関との支援ネットワークを構築します。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆個別支援計画の更なる周知をすす
めるため、私立幼稚園・保育園にパ
ンフレットを配布するとともに、就学前
児童に係る個別支援計画の作成に
ついて、様式の見直しを行いました。
また、研修を実施し、関係職員の発
達支援に関する知識や理解を深めま
した。さらに、平成24年度開設のひま
わり発達相談センターの機能等具体
的な協議を行いました。（障害福祉
課）
◆臨床心理士による訪問指導で、具
体的指導や助言、個別支援計画の作
成等を実施するとともに、幼稚園・保
育所職員が小学校を訪問し、指導の
振返りや引継ぎを確認し、定期巡回
による成長の読み取りと方向性の示
唆を行いました。（こども保育課）
◆就学前に個別支援計画の引き継ぎ
を実施した児童について、幼稚園・保
育所等の就学前施設の担任等と入
学後の学校生活の様子について話し
合う機会を持ち、学校での支援方法
についての参考にしました。（指導課）

●「個別支援計画に関するアンケート
調査」を行ったところ、作成することで
「様々な支援者による子育ての支援
体制や就学等を考える機会をもつこ
とができた(約50％)」、「継続的な支援
が受けられる(70％)」、「計画書が引
き継がれ、作成されることで将来に対
する見通しや希望が持てる(60％)」と
する回答がありました。計画書を作成
して「よかった」と回答した保護者は
80％おり、個別支援計画作成事業の
有効性が評価されました。（障害福祉
課）

★個別支援計画作成事業も3年目と
なり、作成数もおおよそ80件と安定
し、基盤が整うとともに、個別支援計
画を活用して、就学前施設から小学
校に入学する子どもの状況を引継ぎ
する体制の定着が図られました。（障
害福祉課）
★個別支援が必要な乳幼児に対する
認識や情報の共有が図られるととも
に、長期的な視点での計画策定が可
能になりました。（こども保育課）
★個別支援計画を引き継いだことに
より、入学直後の保護者との関係づく
りに活かすことができ、就学前からの
引き継ぎと就学後の話し合いにより、
子どものプラス面が見え、子どもの可
能性の発見、理解につなげることが
できました。（指導課）

A 962,930円

■個別支援計画作成事業の私立
幼稚園等への拡大が望まれ、ひ
まわり発達相談センターにおける
個別支援計画作成後の支援体制
を確立する必要があります。（障
害福祉課）
■個別支援計画の充実と発達支
援センターや小学校などの他機関
との連携を密にし、現場の職員の
専門知識の蓄積や子どもへの理
解を更に深める体制づくりを推進
する必要があります。（こども保育
課）

67

発達支援サポート
ネットワークの充実

障害福祉課
子育て支援課
健康支援課

ヘルスステーション
こども保育課

指導課
学校教育課

幼稚園
保育所
こども園
小学校
中学校

あかしあ学園
あじさい学園
ひまわり学園

○個別支援計画作成件数（84件　⇒　85件（2/17現在））

◇個別支援計画の更なる周知をすすめ、研修等により支援者の知識、理解を深めます。また、個別支援計画をより有効に利用する為、支援ネットワー
クの構築を図っていきます。（障害福祉課・あかしあ学園・あじさい学園・ひまわり学園）
◇発達障害の子どもの相談は、子どものおかれている状態、母親の育児能力等複合的な判断を要し、対応のための深い知識技術を必要とするため
研修参加等による職員の資質向上に努めます。引き続き丁寧な聞き取りを行い、子どもには適切な機関への引継ぎや母親等への援助を行う中で、育
児不安の軽減に努め、児童虐待の未然防止や早期発見・対応を視野に入れた支援を行います。（子育て支援課）
◇修了した子どもたちの学校生活の状況を把握するとともに、研修を通して、幼児理解及び指導の充実を図ります。（こども保育課）
◇就学前に作成した個別支援計画によって子どもへの支援が途切れないために、新年度の早い段階で、新担任が就学前施設に問い合わせるなどの
取り組みを実施していきます。（指導課）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆知的・肢体等に課題を持つ就学前
児童の特性に応じた個別支援計画、
個別指導計画を作成し、計画に基づ
いて療育を実施するとともに、あじさ
い、あかしあ学園を一元化後のあじさ
い療育支援センター開設に向け、療
育内容、運営体制について検討し保
護者会において説明会を実施しまし
た。

●H24.2月、保護者を対象としたアン
ケートを実施「指導計画は保護者の
意見を取り入れて、子供のこともよく
見て作成されている。」、「しっかりした
計画の元で子供を預けていて安心で
す。」、「作成した内容の十分な活用
が出来れば満足です。」といった声が
ありました。

★児童の個別支援計画作成及び評
価の過程において保護者との面談を
実施することにより、保護者との連携
がより密に図ることができ、個々の能
力、状況に応じた指導を行う事が出
来ました。また、あじさい、あかしあ学
園の一元化後、円滑に運営が出来る
ようにお互いの療育に従事する機会
を設け、現状の把握と準備すべき事
等について共通理解が図られまし
た。

B 36,406,015円

◆日常生活をサポートする為に、車
いす、補聴器等の補装具を交付しま
した。

―
★制度を通して身体に障害のある子
どもの日常生活のサポートを行い、
経済的負担の軽減を図られました。

A 25,029,827円

補装具の交付

障害福祉課

障害児施設での
療育の充実

あかしあ学園
あじさい学園

④　障害児施策の充実

69

68

○個別指導計画作成件数（　あかしあ学園・あじさい学園　51件　⇒　あかしあ学園・あじさい学園　45件）

○給付率（100％　⇒　100％）

◇障害児通園施設の一元化（発達支援センター）に伴い、あじさい療育支援センターの機能・位置づけ等との調整を図り、支援・指導体制の整備を行
います。
◇個別支援計画及び個別指導計画に基づき指導・支援を実施し、適宜評価・改善を図り、個別の状況に応じた指導・支援の強化を図ります。

◇身体に障害を抱える児の日常生活をサポートする本事業の目的に沿って、事業内容の周知に努め、継続して実施します。

■あじさい療育支援センターの運
営体制に関してあかしあ、あじさい
学園間において一元化後の運営
について、児童及び保護者に不安
が生じないように充分な説明をす
ると共に更に綿密に調整し、整備
をしていく必要があります。

■引き続き、制度の周知に努め、
身体に障害のある子どもの日常
生活をサポートしていきます。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆自立支援法に基づく福祉サービス
について、利用申請を受け、実態調
査を行い利用者の必要とする適切な
サービスの種類及び支給量を決定
し、サービスを提供するとともに、より
充実したサービス提供を行うために、
個々の生活状況等の把握に努めまし
た。

―

★対象者の状態を把握し、必要な
サービスにかかる支給決定及びサー
ビス事業者との調整を図りながら、障
害児及びその家庭の支援を行うこと
で、利用者の必要とする適切なサー
ビスの種類及び支給量を決定し、
サービスの提供が図られました。

A 121,393,395円

◆国の制度における手当であるた
め、本市としての業務は「千葉県」を
通し「国」への進達事務であることか
ら、手当の支給に必要な書類が整っ
ていることを確認し、遅滞なく事務処
理を行とともに、窓口や市広報により
本手当の案内や周知を行いました。

―
★障害のある児童を家庭で監護、養
育している者の経済的負担を軽減す
ることができました。

A ―

特別児童扶養手当の
支給

障害福祉課

障害福祉サービスの
利用促進

障害福祉課

70

71

◇事務処理にあたって、遅滞のないように２３年度も実施していきます。また、窓口において、全ての職員が正しい制度内容を案内できるように、本手
当についての理解を深めます。さらに、受給者及び受給対象者への本手当制度の周知を徹底します。

○日中一時支援事業利用回数（4,868回　⇒　4,612回）
○児童デイサービス事業利用日数（4,540日　⇒　5,674日）

◇平成２３年度における事業の目標（指標） ・自立支援法に基づく福祉サービスについて、利用申請を受け、実態調査を行い利用者の必要とする適切
なサービスの種類及び支給量を決定し、サービスを提供します。
◇より充実したサービス提供を行うために、個々の生活状況等の把握に努め、基盤整備を進めることを目標とします。

■障害福祉サービスに係る支給
決定だけでなく、就学先に関する
相談をはじめ、虐待、ネグレクト、
養育上の問題を抱えた事例への
対応等、障害児特有の相談が増
えており、他機関を交えた連携の
下に適切な対応を行う必要があり
ます。また、平成24年度から現行
の施設体系を再編し「障害児通所
支援」と「障害児入所支援」にそれ
ぞれ一元化されることになります。
併せて障害児通所支援に係る事
務が都道府県より市町村に移行
するため、サービス利用者への周
知や円滑な事務の移行を行う必
要があります。

■引き続き、本手当の対象者を適
正に把握し、円滑な支給開始を図
ります。

○申請受理・進達率（100％　⇒　100％）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

2　子育ち・子育て支援体制の整備

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆規定に基づき、調査や審査を行い
手当を支給するとともに、窓口や広報
により本手当の案内や周知を行いま
した。

―

★受給資格認定した者に対し100％
の支給を行い、経済的負担の軽減を
図ることができました。（12月末現在
支給者数61人、支給停止者を除く）

A 10,581,790円

◆医療費助成申請を受け、すみやか
に審査・決定・助成を行うとともに、障
害者手帳交付時や相談業務におい
て、制度の一層の周知をはかり、利
用を促進しました。

―
★重度の障害児の医療費助成を行う
ことで、経済的負担の軽減を図ること
ができました。

A 180,971,757円

◆障害児のタクシー利用費用の一部
を助成し、移動の支援と経済的負担
の軽減を図りました。

―
★障害児の移動支援、障害児を抱え
る世帯の経済的負担の軽減を図るこ
とができました。

A 21,070,500円

◆児童生徒の保護者から提出された
申請を受け、当該援助費支給認定に
必要な書類を確認し、進達事務を行
いました。【実績】支給延人数　支給
延人数　107人（H24.3.14現在）

―

★進達を行い、支給決定された者に
ついては100パ－セント当該手当が
支給されており、経済的負担の軽減
が図られました。

A 3,857,928円

障害児福祉手当の
支給

障害福祉課

重度心身障害児
医療費の助成

障害福祉課

タクシー利用券の交付

障害福祉課

特別支援教育
就学奨励費の補助

学校教育課

73

74

75

72

◇国の動向を踏まえた上で、適切な事務処理を行えるよう努めます。また、手当受給対象者および受給候補者へ、本手当の周知に更に努めます。

◇提出される申請書類を遅滞なく審査・決定を行い、助成対象者に保険診療分の自己負担分を助成します。また、障害者手帳交付時などの相談業務
において、制度改正の内容や申請・交付方法を充分説明し、制度の利用を促します。

○給付率（100％　⇒　100％）

○該当児童・生徒への実施率（100％　⇒　100％）

○給付率（100％　⇒　100％）

―

◇支給決定された者について１００パーセント支給します。

■引き続き、本手当の対象者を適
正に把握し、円滑な支給開始を図
ります。

■現行の償還払いによる給付に
おいては、申請者の手続負担や
医療制度改革による給付事務の
複雑化が懸念されることから、重
度心身障害者(児)医療費給付の
現物給付化の実現のため、県内
他市町村及び千葉県との協議を
行い、現物給付化を要望してまい
ります。

■引き続き障害児の移動支援と
障害児を抱える世帯の経済的負
担の軽減を図ってまいります。

◇社会参加を促進し自立を支える本事業の目的に沿って、制度の見直しを適宜図りながら、継続して実施します。

○給付率（100％　⇒　100％）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

◆母子健康手帳の交付、転入時より
妊娠・出産・育児を通した一貫性のあ
る健康診査・健康相談・健康教育、家
庭訪問等の体制が充実するよう努め
ました。
◆生後4か月までの全戸訪問を目指
した「こんにちは赤ちゃん事業」（助産
師による産婦・新生児訪問、母子保
健推進員による家庭訪問）にて、乳児
期の子育てに関する不安感の軽減や
情報提供を行いました。

●新生児訪問では、「普段やっている
ことを助産師の人に‘これでいいの
よ’と言われ安心した。」「母乳に関す
る相談が出来てよかった。」といった
声がありました。

★こんにちは赤ちゃん事業は実施率
94.0％（見込み）、４か月児健康相談
では、１２１回１，１２７名（来所率９２.
５％）（１月末現在）、１０か月児健康
相談では９７回１，０２７名（８４.４％）
（１月末現在）、1歳６か月児健康診査
では２０回１,１５５人（来所率９６.８％）
（１月末現在）、３歳児健康診査では２
２回１１９２人（来所率９０.３％）の来所
があり、震災の影響による実施率の
低下はありますが、所内相談等で対
応し、安心して子育てできるための支
援につながりました。

A 14,642,000円

◆母子健康手帳交付時の看護職に
よる面接、『4か月児・１０か月児健康
相談』、『1歳6か月児健康診査・3歳児
健康診査』、『幼児相談・発達相談』、
『電話相談・所内相談・訪問指導』等
を実施しました。

●「こどもの成長発達を確認できてよ
かった」「必要かどうか迷っていたが、
助言を受けてやはり相談機関に通お
うと思いました」との意見がある一方
で「仕事をしており、参加するのに日
程調整が難しい」といった声がありま
した。

★個別の支援が必要な方には、妊娠
期から継続した支援を行うことで、家
庭の養育力を高める支援・安心して
子育てができる支援につながりまし
た。

A ―

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◇引き続き、母子健康手帳交付時、転入時より妊娠・出産・育児を通した一貫性のある健康診査・健康相談・健康教育・家庭訪問等の体制が充実する
よう努めます。また、「こんにちは赤ちゃん事業」として全戸訪問による把握を推進し、個別の相談を継続していきます。

◇引き続き妊娠期からの各事業を一貫して実施し、支援が必要な方への早期発見・支援を行うことで、家庭の養育力の向上・安心して子育てができる
よう支援していきます。

■健康診査等の事業に参加しな
い親子に個別にアプローチを行
い、把握・支援をすることが必要で
す

○こんにちは赤ちゃん事業家庭訪問実施率（97.1％　⇒　94.0%）

○支援が必要な妊婦への訪問等での対応割合（82.1％　⇒　83.0％）

（1）　親と子どもの保健医療体制の充実

①　親と子どもの健康支援の充実

76

健やかな子を産み
育てる体制の充実

健康支援課
ヘルスステーション

77

心身の健康について
ハイリスク者の把握と

支援の充実

健康支援課
他関係各課

■引き続き未把握ケースの確認
を行う必要があります。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆看護職の面接により母子健康手帳
を交付し、妊娠・出産・育児に関する
情報を提供するとともに、不安や問題
を抱える人に対しては、妊娠中より継
続した支援を行いました。

●母子健康手帳交付時に、「プライ
ベートなことなので、お部屋に配慮し
てもらい相談しやすい雰囲気だっ
た。」「今後相談できる担当者を紹介
してもらい安心しました。」といった声
がありました。

★すべての妊娠届出者に個別面接
し、母子健康手帳交付、妊娠・出産・
育児に関する情報を提供し、個別支
援が必要な妊婦には、地区担当保健
師が訪問指導・所内相談・電話相談
などで対応することで、育児不安の軽
減が図られました。

A 154,475円

◆妊娠届出時に不安や問題を抱える
妊婦には、妊娠中より地区担当保健
師が、訪問指導・所内相談・電話相談
等で継続した支援を行いました。

●「妊娠中から保健師さんが相談に
のってくれて心強かった。」といった声
がありました。

★妊娠中から地区坦当保健師が支
援することによって、新生児期からの
精神的・身体的に不安定な母親へス
ムーズな支援を図ることができまし
た。

A 63,000円○支援が必要な妊婦への訪問等での対応割合（82.1％　⇒　83.0％）

◇引き続き妊娠届出者に看護職が面接し、妊娠・出産・育児に関する情報を提供していきます。個別支援が必要な妊婦には、地区坦当保健師が訪問
指導・所内相談・電話相談等で継続して支援していきます。

◇引き続き、積極的に継続支援の必要な妊婦に、妊娠中より支援していきます。

■母子健康手帳交付時の情報提
供では、妊婦健康診査の受診に
関するものも含んでいるため、妊
娠確認後、速やかに妊娠の届出
を済ませていただけるよう、さらに
周知徹底をする必要があります。

○妊娠届出者・転入時面接した妊婦への面接割合（100％　⇒　100％）

78

母子健康手帳の交付

健康支援課
ヘルスステーション

79

継続して支援が必要な
妊婦への支援の充実

健康支援課
ヘルスステーション

■妊娠中に支援（訪問・電話）を何
度か試みるも、連絡のとれない妊
婦がおり、今後対応方法を検討す
る必要があります。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆妊娠中３回、産後１回の４課１コー
スで年間１２回実施しました。妊娠・出
産・育児に関する知識・技術の提供
や仲間づくりを行い、２課では父親の
参加を促し、「妊娠シミュレータ」によ
る妊婦体験や、育児は夫婦共同とい
う意識がもてるよう講義とグループ
ワークを実施しました。４課では先輩
ママからアドバイスをしてもらいなが
ら、産婦同士の仲間づくりもすすめま
した。さらに、菊田公民館主催の「明
日の親のための学級」のPRを行うと
ともに、企業局主催の「マタニティクッ
キング」のＰＲも行いました。

●妊婦からは、「出産の心構えととも
にあかちゃんに会うのが楽しみになっ
た。」、「実際のあかちゃんと先輩ママ
の話で恐かった出産が少し楽しみに
なった。」、夫からは「育児に積極的に
参加したい。」、「出産や育児について
同じような考えの方がいて少し安心し
た。」 、同窓会を兼ねて実施している
４課の先輩ママからは「同じ月齢くら
いのママさんと会えたり、いろいろと
お話しができてよかった。」、「自分も
先輩に励まされたので、妊婦さんの
力になれたらよいなと思う。」といった
声がありました。

★受講率は増加傾向にあり、「育児」
についてイメージ化し、仲間と共に産
後スムーズに育児ができるよう設定さ
れている内容も好評を得ており、４課
で妊娠期に出会った仲間に産後再会
することで、仲間づくりをさらにすす
め、産後の育児不安・ストレスを仲間
とともに解消でき、後輩妊婦へ体験談
を話すことで、自分の育児に自信を
深める機会とすることができました。

A
30320円

（№58一部再掲）

◆生後4か月までの全戸訪問を目指
したこんにちは赤ちゃん事業（助産師
による産婦・新生児訪問、母子保健
推進員による家庭訪問）、4か月児・
10か月児健康相談、発達相談、心理
相談、ヘルスステーションでの電話や
所内相談、訪問指導などの相談事業
を、５つのヘルスステーションで実施
しました。

●妊娠期より身近なところに相談場
所としてあることは心強い」、「初めて
の育児で心細かったけれど、訪問し
てもらい、いろいろ話しを聞いてもらえ
て、安心して育児ができた」といった
声がありました。専門家による健康相
談(発達相談・心理相談）の利用者か
らは「具体的にこどもへの対応方法を
聞くことができて、とても参考になっ
た」「気持ちが楽になった」といった声
がありました。

★生後40日までの助産師による産
婦・新生児訪問、母子保健推進員に
よる生後2か月頃を目安とした家庭訪
問により、子育て開始の早い時期に
育児の相談ができ、母親の不安の軽
減が図られ、4か月児・10か月児健康
相談では、こどもの健やかな成長・発
達を促すための情報を得るとともに、
母親同士の交流や仲間づくりの機会
となりました。また、各事業の展開に
より、ヘルスステーションが相談窓口
として周知され、利用されています。

A
14,642,000円

（№76一部再掲）

○妊婦・夫受講率（妊婦43.4％・夫36.4％　⇒　妊婦46.8％・夫34.0％）

○こんにちは赤ちゃん事業実施率（97.1％　⇒　94.0％）

◇引き続き安心して妊娠・出産・育児に臨めるよう、知識・技術を提供する場を設けるとともに、身近な地域での仲間づくりを推進します。また、妊婦同
士の交流を図り、妊娠中から子育て期に向けての仲間づくりの場となるよう具体的な方法を検討します。

◇引き続き子育てに関する不安の軽減を図るとともに、健やかな子どもの成長・発達を促すため、各事業を推進します。ヘルスステーションが相談窓
口であることの周知方法を工夫し、PRを強化します。

80

ママ・パパになるための
学級の充実

健康支援課
ヘルスステーション

81

乳幼児に対する
健康相談の充実

健康支援課
ヘルスステーション

■コースを通して（妊娠中３回）参
加していただくことで、知識・技術
の情報提供や、仲間づくりもすす
むものと考えていますが、単発（１
回のみ）の参加を希望される方も
おり、その場合仲間づくりがしにく
いため、できるだけコースを通して
参加していただけるよう丁寧に参
加を促すことが必要です。月ごと
の対象者数にばらつきががあるた
め、学級の運営方法を検討する必
要があります。

■里帰り出産で、他市に長期滞在
する方がいるため、出産後の支援
が適切に受けられるように、他市
町村との連携を継続、強化する必
要があります。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆「幼稚園健康教育」、「離乳食教
室」、公民館主催の「育児講座」、「幼
児家庭教育学級」、「PTA家庭教育学
級」等の中で、乳幼児期の保護者に
対して、こどもの生活と健康をテーマ
に食事・排泄・睡眠・遊び等や生活リ
ズムの重要性やいのち・性」について
等の健康教育を講座の中で組み込
み実施しました。妊娠期から「ママ・パ
パになるための学級」において、子育
てについて・母性父性の役割につい
ての意識啓発や体験学習を行いまし
た。
◆まちづくり出前講座については、各
ヘルスステーション・健康診査会場等
で周知しました。4か月児・１０か月児
健康相談では、こどもの生活・健康の
みならず、基本的信頼関係やこどもと
の向き合い方について伝えました。

●「あなたはとても大切な存在である
ことやいのちの大切さの話など、日常
の会話の中で親子で話したい」、
「日々、子どものできないことに目が
いきがちでついつい怒りがち。お話を
聞いて、もっと子どもをほめてあげた
いと思った」といった声がありました。

★健康教育では、こどもの生活と健
康・いのちと性についての講義など
を、80回延4,528人（1月末現在）の乳
幼児とその保護者に行うことができま
した。そのうち、幼稚園健康教育は、
市内１４園の公立幼稚園で行い、28
回延1,882人の幼児とその保護者に
支援することができました。さらに、4
か月児健康相談では、121回、1,127
人（1月末現在）、10か月児健康相談
では97回1,027人（1月末現在）の保護
者へ支援することが出来ました。

A 30,000円

◇引き続き、健康教育の場を拡大し、関係機関との連携を図り、充実させていきます。

○離乳食教室稼働率（67.5％　⇒　71.0％）
○むし歯のない3歳児の割合（81.0％　⇒　83.4％(2月末））

○性教育をしたことがある親の割合（27.9％　⇒　平成25年度末調査予定）
○自分以外の人に優しく接している人の割合（45.3％　⇒　平成25年度末調査予定）

82

健康教育の推進

健康支援課
ヘルスステーション

■今後は、まちづくり出前講座
等、市民からの講義依頼を増や
し、より多くの子育て中の方に支
援をするために、母子保健活動事
業全体の中で、PRを行い教育の
機会を確保していく必要がありま
す。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆妊婦一般健康診査（個別健診）は
平成23年度から14回の助成の他に、
ＨＴＬＶ－１抗体検査と性器クラミジア
検査の助成を開始しました。
乳児一般健康診査（個別健診）は３～
６か月児、９～１１か月児の２回助成
しました。１歳６か月児・３歳児健康診
査（集団健診）は、よりよく子どもの発
達を確認できるように平成２３年度か
ら変更した問診票を利用して実施しま
した。

●妊婦一般健康診査については「上
の子の時には助成が２回でしたが、
今はこんなに助成してくれて助かる」
１歳６か月・３歳児健診では「日々の
生活に追われて気づかなかったが、
健診を受けてこどもが順調に育って
いることが分かり安心し、自分の子育
てがちゃんとできていることを知り自
信がついた」「わざわざ相談に出向く
までもないことでも、(健診の機会に）
相談することができ、解決した。」と
いった声がありました。

★平成21年度から妊婦健診の公費
助成が増えたことで、母子健康手帳
の交付時期が早くなり（11週以下での
交付率91.5％）健康管理に対する意
識の向上につなげることができまし
た。また、1歳6か月児健康診査・3歳
児健康診査では、変更した健診票を
活用し、子ども一人一人の成長段階
にあわせた指導を行うとともに、保護
者の状況に応じて個別相談を行った
ことにより、育児不安の軽減が図られ
ました。

A 152,281,000円

◆「予防接種法」に基づく定期予防接
種の実施と接種勧奨、「ワクチン接種
緊急促進実施要領」に基づく子宮頸
がん等ワクチン接種の実施と接種勧
奨を行いました。

●市民から「子宮頸がん等ワクチン
接種を平成24年度も継続してほし
い。」、「子宮頸がん予防ワクチン接
種について、通知の説明文をもっとわ
かりやすくしてほしい。」といった声が
ありました。

★定期予防接種については、予防接
種法等一部改正に基づき、日本脳炎
などの接種勧奨を学校と連携して行
うことができました。さらに、子宮頸が
ん等ワクチン接種については、医療
機関と連携し、平成23年度開始する
ことができました。

A 407,599,889円

○妊婦歯科健康診査受診率（21.5％　⇒　19.5％（１月末現在））
○1歳6か児健康診査受診率（89.6％　⇒　97.1％（１月末現在））

○3歳児健康診査受診率（87.8％　⇒　90.3％（２月末現在））

○接種率（BCG99.4％・MR1期96.0％　⇒　　BCG98.9％・MR1期92.9％)

◇引き続き医療機関及び集団健康診査を行い、保護者とともにこどもの心身の発育・発達の確認を行っていきます。育児支援にも重点を置いて健康
診査を実施し、育児不安の軽減に努めます。

◇引き続き、各関係機関と連携し接種勧奨を行います。

■日時・会場の指定される集団健
診は、両親ともに就労している保
護者等は都合がつかない場合が
あるため、その家庭の状況に応じ
て、健診日以外に家庭訪問・所内
相談等で個別に対応する必要が
あります。

83

健康診査の充実

健康支援課

■対象者への予防接種について
の情報提供が必要です。

84

予防接種

健康支援課
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆市内７つの中学校区ごとに定期的
な中学校区地域保健連絡会を実施
し、実務にかかわる保育所・幼稚園・
こども園・小学校・中学校・高校・公民
館等の関係機関、健康福祉センター
等の外部関係機関とともに各地域の
問題点を共有しながら、こどもの健康
づくりに取り組みました。（健康支援
課・ヘルスステーション）
◆各中学校区地域保健連絡会に出
席し、課題となっていること、各学校
での学校保健の取り組みについて把
握し、必要に応じて支援を行いまし
た。（学校教育課）

―

★定期的に地域保健意見連絡会を
実施することで、関係機関と連携し、
健康づくりに取り組む体制を継続する
ことが出来ました。（健康支援課・ヘ
ルスステーション）
★中学校区保健連絡会において、関
係者の情報交換が盛んに行われて
おり、日々の業務において連携・協力
体制に強くつながっています。（学校
教育課）

A
8,000円

（№15一部再掲）

◇引き続き、定期的な地域保健連絡会を実施することで、関係機関と連携し、健康づくりに取り組む体制を継続していきます。（健康支援課・ヘルスス
テーション）
◇中学校区ごとに実施している地域保健連絡会において、幼稚園・保育所・こども園・小学校・中学校・高校・公民館等の関係職員が連携を強化し、保
護者や習志野健康福祉センター等、外部関係機関との連絡調整を行いながら、子どもの発育・発達に応じた健康づくりに取り組む体制づくりを進めて
いきます。（学校教育課）

○中学校区地域保健連絡会開催回数（22回　⇒　22回）

■各地域の実情に合わせた課題
の解決に向けて、各中学校区で
の取り組み課題はさまざまです。
思春期保健対策の充実を図るた
め、「いのち・性」に関しての情報
交換を行う必要があります。（健康
支援課・ヘルスステーション）

85

中学校区地域保健
連絡会の推進

健康支援課
ヘルスステーション

学校教育課

②　思春期保健対策の充実
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆夜間の子どもの急病時に、受診し
た方が良い場合と、家庭で対応し翌
日かかりつけ医へ受診した方が良い
場合の判断に対応できるように、
チェックリストと対処方法が記載され
た「チェックリストによる子ども急病ガ
イドブック」を生後2か月～3か月児を
もつ家庭に配布するとともに、「こども
急病電話相談」の広報シールを生後
2か月～3か月児をもつ家庭及び母子
健康手帳室に配布し、適正な医療受
診の啓発に努めました。

●転入者からは救急医療ガイド及び
子育てガイドブックに記載されている
救急医療体制について、「医療体制
がわかりやすい」、「こども急病電話
相談があるのを知って、安心できる」
という意見や、一方で「急な発熱の場
合、急病診療所がはじまるまで待た
ないといけないのか」、「夜間小児科
を受け入れてくれる病院が欲しい」と
いった声がありました。

★市ホームページ及び救急医療ガイ
ド、子育てガイドブックにて一次救急・
二次救急・三次救急といった医療体
制や早めの受診について周知をする
とともに、「チェックリストによる子ども
急病ガイドブック」及び「こども急病電
話相談」シールを配布し、2か月～３
か月の子どもをもつ家庭に周知した
ことにより、小児をもつ家庭の不安の
緩和につなげることができました。

B 115,000,000円

◆地域防犯活動団体の拡充、防犯パ
トロール支援、地域防犯リーダー養
成のための研修会等の開催、犯罪情
報の提供（ホームページ、携帯メー
ル）を行いました。

―

★犯罪被害を未然に防ぐため、警察
市民と連携し、夜間パトロール等の強
化を図り、街頭啓発キャンペーンやま
ちづくり出前講座を開催し、ひったくり
防止対策に力を入れた結果、ひったく
り発生件数は前年より半数以上減少
し、犯罪発生件数も前年より１７６件
の減少につなげることができました。

A 3,571,983円

○急病診療所における小児患者数（1,891人　⇒　1,700人）
○二次救急医療機関における夜間受診者数（7,106人　⇒　7,000人）

○犯罪発生件数（2,644件　⇒　2,468件）

◇平成22年に引き続き、警察・市民と連携し、防犯パトロール等の防犯対策を強化・充実させることにより、犯罪発生件数を前年より減少させる。ま
た、ひったくり等、犯罪発生が集中してしまった地域に対し、まちづくり出前講座等の開催を呼びかけ、防犯意識の高揚を図り併せて地域防犯活動団
体の結成や地域パトロールをお願いしていきます。

86

小児救急医療体制の
整備、充実

健康支援課

③　小児救急医療体制の充実

（2）　安心、安全な生活環境の整備

■一次救急・二次救急・三次救急
といった小児救急体制の整備状
況の周知や、日中の早めの受診
協力、県が実施している「子ども急
病電話相談」の利用の促進によ
り、限りある医療資源を有効に活
用できるよう、適正な医療受診に
ついての啓発を引き続き実施して
いく必要があります。

87

安全で安心なまちづくり
基本計画等に基づく

施策の実施

安全対策課

■犯罪に対する啓発活動や犯罪
抑止（防犯）に努め、犯罪総件数
及び前年に増加した犯罪は減少
しているものの、手口等も日々進
化しており、本年は、振り込め詐
欺の被害が増加した。今後、警察
と更なる連携強化、増加傾向とな
る犯罪に対する抑止対策を図るこ
とが必要です。

◇平成23年度は、健康意識調査を実施いたしませんが、引き続き、日頃からかかりつけ医を持つこと、また、一次救急・二次救急・三次救急といった
医療体制や日中の早めの受診について、市ホームページ、救急医療ガイド等により周知し、限りある医療資源を有効に活用することで、救急医療体
制の充実を図ります。

①　親と子どもにやさしい外出環境の整備
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆京成実籾駅北口駅前広場内にお
ける歩道の勾配改善、段差解消等を
図りました。（道路交通課）

―

★高齢者、障がい者等が安全で安心
して通行できる歩行空間を確保でき、
施設の利便性及び安全性が向上しま
した。（道路交通課）

B 3,990,000円

◇特定事業計画未実施路線及び京成実籾駅北口駅前広場のバリアフリー化を図ります。（道路交通課）

―

88

駅、公共施設、道路等の
バリアフリー化

企画政策課
道路交通課

各施設所管課

■京成実籾駅北口駅前広場に繋
がる歩道の段差解消等のバリアフ
リー化を継続的かつ広域的に実
施していく必要があります。（道路
交通課）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆危機管理マニュアルを見直し，津
波や液状化を想定した避難訓練を実
施しました。各学校の安全担当主任
教諭参加のもと、安全主任研修会を
実施しました。（学校教育課）
◆年３回、学校と警察との連絡協議
会を実施し、連携も密にするととも
に、交通安全教育の徹底を図りまし
た。また、年４回の生徒指導主任会
議や毎月開催した生徒指導担当教員
会議を通して、市内の交通事故の実
態を報告し、交通安全指導の徹底を
図るようにしました。（指導課）
◆各施設、安全計画を作成し、実施
後の見直しを行うとともに、警察の協
力を得て、交通安全教室を実施しまし
た。（こども保育課）

―

★危機管理マニュアルに津波や地震
を想定した内容を加えることができ，
より安心･安全な学校生活がおくれる
体制づくりの推進が図られました。ま
た、安全主任等の研修会を実施した
ことにより，学校職員への危機管理
意識を高めることができました。（学
校教育課）
★情報を共有化し、共通理解を図る
ことにより、子どもの心身の健全な成
長と自立を支えることができました。
（指導課）
★交通安全教室をきっかけに、横断
歩道の渡り方が日々のくりかえしの
中で、身についてきており、児童の安
全・安心な生活を確保することにつな
がりました。（こども保育課）

A ―

◆協力店舗には目立つ場所にステッ
カーを掲示してもらい、利用者が気軽
に立ち寄ることができるよう環境を整
備しました。（色あせ等で目立ちにく
い、ステッカーやポスターについて、
新たに配布し、市民の目につきやす
いよう掲示するとともに、店舗を訪問
し、実状を把握し、ホームページに店
舗の写真を掲示しました。）

●実施薬局より、「応援ステーション
に協力したことで、地域の中の薬局で
あるという意識を再認識することがで
きた」といった声がありました。

★外出中に授乳やおむつ交換ができ
る場を薬局等の事業者の協力店舗に
提供してもらい、市民の方へ広報す
ることで、乳幼児連れの家族が安心
して外出できる環境整備が図られま
した。

A 30,000円○協力店舗数（11店舗　⇒　11店舗）

◇子ども達が、安心・安全な学校生活を送ることができるように、また形骸化することがないように必要事項や手順等を示した各学校の「危機管理マ
ニュアル」を見直し、定期的な訓練や実際に機能させるための安全管理体制づくりを目指します。（学校教育課）
◇文書等を通じて、主に交通安全教育の徹底を図り、関係機関との連携も密にしていきます。（指導課）

89

学校安全の充実

学校教育課
指導課

こども保育課

子育て応援ステーション
事業の充実

子育て支援課

90

○小学校・中学校での安全計画作成割合（100％　⇒　100％）
○小学校・中学校での交通安全教室実施率（91.3％　⇒　100％）

■授乳やおむつ交換の場を提供
してくれる事業者を、今後更に増
やしていく必要があります。

◇授乳やおむつ交換の場を提供してくれる事業者を少しずつ増やしていくことで、子育て中の家族が安心して外出することのできる環境の更なる整備
を図ります。また、地域力を活用した子育て家庭への支援施策を検討し、制度の更なる拡充を図ります。

■緊急時の速やかな対応のため
に，地域や関係機関との連携を深
めていくとともに、多様な場面を想
定した危機管理マニュアルを作成
を検討する必要があります。（学
校教育課）
■今年度、交通事故により市内中
学生が亡くなる事故が発生すると
ともに、自転車によって歩行者に
ケガをさせてしまう事故も発生して
おり、より具体的な自転車の交通
安全教室を実施していく必要があ
ります。（指導課）
日常の中で、子ども達が安心、安
全に過ごせるよう日々、園内外の
環境の点検、整備を十分行うこと
が重要です。（こども保育課）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆遊具安全点検を実施するとともに、
危険個所を見つけ次第修繕しまし
た。

―

★遊具安全点検を実施するとともに、
危険個所を見つけ次第修繕すること
で、安全で安心な公園の提供につな
げることができました。

A 12,000,000円

◆地域における公園の清掃、除草・
草刈り、施設の点検などを依頼しまし
た。

―

★地域住民に公園を管理してもらうこ
とで、地域における公園の重要性を
認識してもらうとともに、効率的な維
持管理が可能となりました。

A 10,045,600円

◆『未就学児を持つお父さん・お母さ
んのための救急講習』、『小児・乳児
救命講習』、『普通救命講習』『事業所
へ出向し、講習を実施』（特に「市内
学校関係」は、昨年に引き続き全市
立中学校で実施）『上級救命講習』、
『応急手当普及員・応急手当指導員
講習会』（指導員は講習内容を分割
し、夜間にも一度実施）などを実施し
ました。

●「実技が中心でわかりやすかっ
た」、「リラックスして受講できた」「次
回は夫婦で参加したいと思った」、「２
回目の受講で気づく点が多かった」、
「今までわからなかった事を少しでも
知ることが出来てよかった」、「その場
面に遭遇したらできるかどうか、不安
になった」、「乳児の胸骨圧迫なども
習う機会があればよかった」といった
声がありました。

★『小児・乳児救命講習32回開催430
人受講』、『幼稚園・保育所・学校等職
員18回220名保護者14回210名』、『普
通救命講習83回開催2,500人以上受
講が見込まれる』、『定期講習32回』、
『スポーツ団体2回』、『市内学校関係
13回』、『市内事業所23回』、『その他
１３回（特に市内学校関係は全市立
中学校で実施（2年または3年生）』、
『上級救命講習3回35人』、『応急手当
普及員講習2回開催20人養成』

A 897,000円

◇安全で安心な公園の提供を目指し、引き続き専門業者による遊具安全点検を実施するとともに、危険箇所を見つけ次第修繕します。

公園施設の整備

公園緑地課

○点検結果に応じた危険な遊具の修繕・撤去数（修繕93基、撤去・更新15基　⇒　修繕50基、更新10基、撤去2基）

○街区公園に対する市民管理団体の割合（45.1％　⇒　48.4％）

○乳幼児の救急講習受講者数（361人　⇒　430人）

◇地域に密着した公園を目指し、地域住民の協力による草刈・清掃・軽微な公園施設の点検等を推進します。

◇「未就学児を持つお父さん・お母さんのための救急講習」の回数を増やすことや事業所を対象とする普通救命講習を実施し、受講者数の更なる増
加を目指す。

92

地域住民参加型の
公園維持管理

公園緑地課

93

■小児・乳児を対象とした救急講
習は、幼稚園・保育所の先生への
講習が若干増加しましたが、消防
本部開催の市民等を対象とした、
「未就学児を持つお父さんお母さ
んのための救急講習」は昨年と同
数程度であり、普通救命講習で
は、受講者の目標2,500人を見込
めるものの、更なる受講者が増加
するように市内在住在勤在学者に
周知が必要です。　また、各種講
習の開催を増加するにあたり、応
急手当普及員の更なる養成が必
要です。

■団体によっては、メンバー数の
減少等により、定期的な作業が難
しいところがあるほか、作業内容、
報告書の提出等で団体間に偏り
があります。

91

応急手当普及啓発活動
の推進

警防課

―
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆小中学校、幼稚園において防災教
育を実施、学校の授業等での防災講
話、保護者を対象とした防災講座、児
童引渡し訓練の支援や地域防災計
画修正にあたり、東日本大震災での
課題の検証等を実施、庁内各部署に
おいて、発災時の対応状況や課題等
について整理、避難場所直行職員へ
のアンケート調査、連合町会長及び
自主防災組織代表者へアンケート調
査、広報、ＨＰによる市民へのアン
ケート調査、市内各駅や県施設等の
公共施設における東日本大震災発生
時の状況等について調査を行いまし
た。

●防災については様々なご意見がよ
せられているが、特に、防災行政用
無線や広報車、携帯メールなど災害
時の情報伝達・広報に関する要望
や、避難場所や避難所、備蓄物資な
ど市の防災体制全般の強化を望む
声が多いです。

★東日本大震災で浮き彫りとなった
課題を検証するとともに、市民、関係
機関のご意見を伺いながら、地域防
災計画の修正に着手したところであ
り、また、今回の震災を受け、市民の
防災についての意識、関心も高まっ
ていると感じており、自分の身は自分
で守る自助、地域で助け合う共助の
重要性を啓発していくことにより、被
害の軽減、地域防災力の向上に寄与
しているものと考えます。

B 2,000,000円

◆新規結成支援：新規結成に向けた
啓発（出前講座、資料提供等）や防災
資機材の交付を行いました。
◆活動支援：活動助成金交付やまち
づくり出前講座、地域における訓練支
援、防災研修会を開催しました。

―

★まちづくり出前講座や防災研修、
地域の訓練等を通じ、平時からの防
災対策、自助、共助の重要性等につ
いての意識向上に努めるとともに、助
成金交付により、地域における訓練
の実施や防災物資の備蓄等、組織の
実情に応じた活動を支援し、自主防
災組織の拡充及び強化が図られまし
た。

B 7,862,890円○自主防災組織数（178組織　⇒　180組織）

◇引き続き、防災知識と意識向上のため、研修会等を開催していくとともに、組織の訓練にも積極的に参加、支援していく。また、組織率向上のため、
広報、HPや出前講座、様々な機会を通じて、自主防災組織の重要性について啓発していく。

■地域防災計画の修正にあたっ
ては、実効性のある計画とするた
め、引き続き、市民、関係機関か
ら意見を聞きながら見直しを行っ
ていく必要があります。また、災害
時において最も重要なことは命を
守ることであり、そのためには、何
よりも自助・共助の力が非常に大
きいことから、引き続き啓発してい
く必要があります。

■東日本大震災を受け、市民の
防災に関する意識、関心は高まっ
ているものと感じますが、活動内
容等には温度差があり、引き続き
防災意識の向上に努め、組織率
の向上と組織の活動の活性化を
図っていく必要がある。

―

自主防災組織の拡充
及び強化

安全対策課

地域防災計画の見直し
と各種防災対策の拡充

及び強化

安全対策課

②　防犯・防災対策の推進

◇防災教育等実施回数を増やし、地域防災計画見直しを継続して実施します。

94

95
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆『施設見学会（千葉県警察本部）』、
『自転車防犯診断』、『街頭啓発キャ
ンペーン（まちづくり月間　１０月　市
内７駅において）』、『防犯講演会にお
ける寸劇（ひったくり防止）』『防犯マッ
プ作製（大久保商店街周辺地区）』、
『歳末防犯キャンペーン（JR津田沼
駅）』を実施しました。

―

★活動に参加することにより、防犯意
識の向上を図ることができ、防犯対策
の必要性の認識をすることができる
ようになりました。また、活動を通じ、
学区の違う子供達が仲間意識を持
ち、積極的に活動に参加をするように
なり、入隊当初と比べたくましくなった
様子が伺えました。

A 3,571,983円

◆「子ども１１０番の家」の数値目標
1,200軒に拡大するために、各小・中
学校長、青少年健全育成連絡協議会
等へ加入促進の呼びかけを行いまし
た。また、加入協力者に対しアンケー
ト調査を実施し、「子ども１１０番の家」
についての状況把握を行うとともに、
協力者選定配慮事項の見直しの協
議に取り組み、基準を明確にすること
ができました。さらに、関係機関と連
携を図り、点検調査活動に取り組む
ことができました。

●「子ども１１０番の家の看板プレート
を含めた協力者の実態管理を組織と
してしっかりと取り組んでほしい。」、
「子ども１１０番の家の協力者選定配
慮事項の見直しと、基準を明確にして
ほしい。」といった声がありました。

★「子ども１１０番の家」の協力者選
定配慮事項の見直しの協議に取り組
むことで、基準を明確にすることがで
き、さらに、「子ども１１０番の家」の看
板設置や加入協力者からの児童・生
徒への声かけ等をすることによって、
児童・生徒の登下校時における安全
確保に役立てることができました。

B 307,400円○「子ども１１０番の家」加入軒数（1,173軒　⇒　1,125軒）

◇「子ども１１０番の家」を平成26年度1,200件まで拡大し、児童・生徒の緊急避難場所を確保するとともに、不審者出没の抑止力とします。

○キラット・ジュニア防犯隊隊員数（135人　⇒　152人）

◇21年度に比べ22年度の参加隊員数が減少してしまったため、活動の重要性を訴え、隊員の増加を図る。（最終目標210名）

96

青少年防犯ボランティア
「キラット・ジュニア防犯

隊」の育成

安全対策課

97

子ども110番の家の拡大

青少年センター

■加入協力者の高齢化等により、
毎年54軒前後の辞退者が出てい
ることから、この数を下回らないよ
うに加入協力を図っていく必要が
あります。また、継続して点検活
動が実施できる計画の検証と取り
組みが必要です。

■活動で学んだ防犯知識を子供
達それぞれが学校で活かしてもら
いたいですが、現在の取り組んで
いる活動内容では厳しいところも
あり、学習会の開催など、活動内
容の見直しが必要です。
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆各小学校において、防犯教育を実
施しました。また、関係機関と連携し
ながら、不審者情報の収集･伝達・事
後対応など、不審者対応対策の徹底
に努めました。（学校教育課）
◆月１回の中学校生徒指導担当教員
会議を通して、情報を共有化し、関係
機関との連携を図るとともに、定期的
に文書で、安全生活のための規範意
識の徹底を図りました。（指導課）
◆３月１１日の震災を契機に、避難経
路の見直しを図るとともに、不審者侵
入を想定した、防犯訓練を実施しまし
た。（こども保育課）

―

★安全主任等研修会において，地域
安全マップづくりについて取り上げ，
危険を予測するための観点を学ぶこ
とができました。また、各学校におい
て，児童自身が「自分の身は自分で
守る」という危機管理意識及び行動
力を育むことができています。（学校
教育課）
◆千葉県警京葉地区少年センター、
習志野警察署等と連携を図ることが
できました。（指導課）
◆様々なことを想定し、子どもを守る
ためには、職員がどのような行動をと
ればよいか、共通認識を図ることがで
きました。（こども保育課）

A ―

◆非行防止や安全確保のため、年4
回、小学校・中学校生徒指導主任会
議、及び月1回の中学校生徒指導担
当教員会議を行い、情報の共有化を
図りました。
◆月1回の中学校生徒指導担当教員
会議を青少年センターと共催し、習志
野警察署、千葉県警京葉地区少年セ
ンターとの連携を密にしていくことで、
連絡制度の一層の充実を図りまし
た。

―

★定期的に開催する会議を通して、
情報の共有化、指導の共通理解を図
ることができました。
★月１回の会議だけでなく、千葉県警
京葉地区少年センター、習志野警察
署と連携を図られたことにより、学校・
警察連絡制度の充実が図られまし
た。（指導課）

― ―

―

○幼稚園・保育所・こども園・小学校での防犯教育実施率（100％　⇒　100％）

―

◇日常の中で潜在する様々な危険を予測し、危険を回避して安全な行動をとることができることを目指して、防犯教育を実施するとともに、さらに自他
の生命を尊重することや発育・発達段階に応じて、学校や地域社会が実施する安全活動に進んで参加し、貢献できるような育成に取り組みます。（学
校教育課）
◇文書等を通じて、主に不審者対策等の徹底を図り、関係機関との連携も密にしていきます。（指導課）

◇有事に備え、常日頃から警察との連携を密にしていくことにより、連絡制度の一層の充実を図ります。（指導課）

99

学校・警察連絡制度の
充実

指導課
こども保育課

98

子ども向け防犯教育の
徹底

学校教育課
指導課

こども保育課

■今後も，地域や関係諸機関の
協力を得ながら，地域の子どもは
地域で守るという考えのもと，子ど
もたちの安全確保に一層努めて
いきます。（学校教育課）
■園舎内外にある死角や、たやす
く侵入できる出入口などがない
か、しっかり把握し、日々の点検
や整備を行っていくとともに、職員
の協力体制を強化していく必要が
あります。（こども保育課）
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次世代育成支援対策行動計画（後期計画）推進状況一覧　【平成23年度】

3　親と子どもの健康・安全の確保

◆平成23年度実施事業内容 ●事業対象者の声 ★事業実施後の成果

事業達成度 決算見込み額

№
事業名

担当課
○評価指標（平成22年度数値　⇒　平成23年度見込み数値）

事業達成度
Ａ：達成　Ｂ：一部達成（達成できなかった部分があるが、達成できた部分の方が多い）
Ｃ：未達成（達成できた部分があるが、達成できなかった部分の方が多い）

◇平成23年度事業目標

■事業実施後の課題

◆犯罪発生状況等、重要情報の配信
を行いました。、犯罪発生状況50件、
火災　58件、行方不明者19件、光化
学スモッグ　11件、その他7件

―
★緊急かつ重要情報を迅速に配信し
たことにより、必要な防犯対策等を講
じてもらうことができました。

A 3,571,983円○ケータイ緊急情報サービス登録者数（4,416人　⇒　11,075人）

■登録者数は前年に比べ大きく
伸びましたが、緊急情報への認識
を広く高めるとともに、更なる登録
者数の確保が必要です。

◇市内幼稚園・保育所・学校・ホームページ・広報紙・各種行事等で事業内容をPRし、登録者数の増加を図ります。（最終目標登録者数6,500人）

100

ケータイ緊急情報
サービスの拡大

安全対策課
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